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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】任意の顔料と組み合わせて用いても、色相を濁さず、顔料の分散性及び分散安定
性に優れ、高コントラスト及び高輝度の着色層が得られる顔料分散剤、顔料分散液、及び
カラーフィルタ用着色樹脂組成物を提供する。
【解決手段】スルホン酸基および／またはスルホンアミド基で置換されたアリールアミノ
基を２，４，６位に有する１，３，５－トリアジンからなる顔料分散剤、及び当該顔料分
散剤を含む顔料分散液、カラーフィルタ用着色樹脂組成物である。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（１）で表される顔料分散剤。
【化１】

（一般式（１）中、Ｒ１～Ｒ３は、それぞれ独立に、置換基を有していてもよい１～３環
のアリール基であって、同一であっても異なっていてもよい。Ｒ４は、水素原子、炭素数
１～２０の直鎖若しくは分岐のアルキル基、カルボキシアルキル基又はスルホアルキル基
であり、Ｒ５は炭素数１～２０の直鎖若しくは分岐のアルキル基、カルボキシアルキル基
又はスルホアルキル基である。ｍはスルホ基の数を示し、ｎはスルホンアミド基の数を示
し、前記Ｒ１～Ｒ３の少なくとも１つに、少なくとも１つのスルホ基又はスルホンアミド
基が結合する。ｍ及びｎは、それぞれ独立に、０以上の整数であって、ｍ＋ｎは１～９の
整数である。）
【請求項２】
　Ｒ１～Ｒ３が有していてもよい置換基が、アルキル基、アルコキシ基、ハロゲン原子、
カルボキシル基及びヒドロキシル基よりなる群から選択される１種以上の置換基である、
請求項１に記載の顔料分散剤。
【請求項３】
　顔料と、請求項１又は２に記載の顔料分散剤と、高分子分散剤と、溶媒とを含有する顔
料分散液。
【請求項４】
　前記高分子分散剤が、塩基性高分子分散剤である、請求項３に記載の顔料分散液。
【請求項５】
　前記請求項３又は４に記載の顔料分散液と、硬化性バインダー成分とを含有する、カラ
ーフィルタ用着色樹脂組成物。
【請求項６】
　透明基板と、当該透明基板上に設けられた着色層とを少なくとも備えるカラーフィルタ
であって、当該着色層の少なくとも１つが前記請求項５に記載のカラーフィルタ用着色樹
脂組成物を硬化させて形成されてなる着色層を有することを特徴とするカラーフィルタ。
【請求項７】
　前記請求項６に記載のカラーフィルタと、対向基板と、前記カラーフィルタと前記対向
基板との間に形成された液晶層を有することを特徴とする液晶表示装置。
【請求項８】
　前記請求項６に記載のカラーフィルタと、有機発光体とを有することを特徴とする有機
発光表示装置。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、顔料分散剤、顔料分散液、カラーフィルタ用着色樹脂組成物、カラーフィル
タ、液晶表示装置及び有機発光表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、パーソナルコンピューターの発達、特に携帯用パーソナルコンピューターの発達
に伴って、液晶ディスプレイの需要が増加している。家庭用の液晶テレビの普及率も高ま
っており、益々液晶ディスプレイの市場は拡大する状況にある。また、最近においては、
自発光により視認性が高い有機ＥＬディスプレイのような有機発光表示装置も、次世代画
像表示装置として注目されている。これらの画像表示装置の性能においては、コントラス
トや色再現性の向上といったさらなる高画質化や消費電力の低減が強く望まれている。
　これらの液晶表示装置や有機発光表示装置には、カラーフィルタが用いられる。例えば
液晶表示装置のカラー画像の形成は、カラーフィルタを通過する光がそのままカラーフィ
ルタを構成する各画素の色に着色されて、それらの色の光が合成されてカラー画像を形成
する。また、有機発光表示装置では、白色発光の有機発光素子にカラーフィルタを用いた
場合は液晶表示装置と同様にカラー画像を形成する。
　このような状況下、カラーフィルタにおいても、高輝度化や高コントラスト化、色再現
性の向上といった要望が高まっている。特に最近、テレビ用途に対しても、バックライト
の消費電力低減やＬＥＤバックライトの特性に起因して、高輝度化の要望が高くなってい
る。
【０００３】
　ここで、カラーフィルタは、一般的に、透明基板と、透明基板上に形成され、赤、緑、
青の三原色の着色パターンからなる着色層と、各着色パターンを区画するように透明基板
上に形成された遮光部とを有している。
　このような着色層の形成方法としては、顔料分散法、染色法、電着法、印刷法などが知
られている。中でも、分光特性、耐久性、パターン形状及び精度等の観点から、平均的に
優れた特性を有する顔料分散法が最も広範に採用されている。
【０００４】
　一般に顔料を分散したカラーフィルタは、顔料による光の散乱等により、液晶が制御し
た偏光度合いを乱してしまうという問題がある。すなわち、光を遮断しなければならない
とき（ＯＦＦ状態）に光が漏れたり、光を透過しなければならないとき（ＯＮ状態）に透
過光が減衰したりするため、ＯＮ状態とＯＦＦ状態における表示装置上の輝度の比（コン
トラスト比）が低いという問題がある。
【０００５】
　カラーフィルタの高コントラスト化を実現させるため、これまで、着色層中に含まれる
顔料を微細化することが検討されてきている。顔料の微細化の試みとして、顔料と、顔料
に類似の構造を有する顔料誘導体を組み合わせた顔料配合物が用いられている。しかしな
がら、顔料誘導体は、特定構造の顔料を微細に分散させる効果はあるものの、異なる構造
の顔料には用いることができないことが多い。また、顔料の透過波長領域に顔料誘導体の
吸収が存在する場合は着色層の色が濁り、輝度が低下してしまうという問題点がある。
【０００６】
　そこで、任意の顔料に使用できる顔料分散剤として、無色又は淡色の顔料分散剤が開発
されている。例えば、特許文献１～３には、無色又は淡色の顔料分散剤として、トリアジ
ン骨格を有する顔料分散剤が開示されている。しかしながら、特許文献１及び２に開示さ
れている顔料分散剤は、粘度が経時的に増加する傾向があり、顔料の分散安定性が不十分
である。また、特許文献３に開示されている顔料分散剤は、輝度及びコントラストに関し
ては着目されておらず、その効果は不明である。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００７】
【特許文献１】特開２００３－８１９７２号公報
【特許文献２】特開２００８－２１４５１５号公報
【特許文献３】特開２００３－１６５９２２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、このような状況下になされたものであり、任意の顔料と組み合わせて用いて
も、色相を濁さず、顔料の分散性及び分散安定性に優れ、高コントラスト及び高輝度の着
色層が得られる顔料分散剤を提供することを目的とする。
　さらに本発明は、当該顔料分散剤を含有する顔料分散液、当該顔料分散液を含有するカ
ラーフィルタ用着色樹脂組成物、当該カラーフィルタ用着色樹脂組成物を用いて形成され
るカラーフィルタ、並びに、当該カラーフィルタを有する液晶表示装置及び有機発光表示
装置を提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る顔料分散剤は、下記一般式（１）で表されることを特徴とする。
【００１０】
【化１】

（一般式（１）中、Ｒ１～Ｒ３は、それぞれ独立に、置換基を有していてもよい１～３環
のアリール基であって、同一であっても異なっていてもよい。Ｒ４は、水素原子、炭素数
１～２０の直鎖若しくは分岐のアルキル基、カルボキシアルキル基又はスルホアルキル基
であり、Ｒ５は炭素数１～２０の直鎖若しくは分岐のアルキル基、カルボキシアルキル基
又はスルホアルキル基である。ｍはスルホ基の数を示し、ｎはスルホンアミド基の数を示
し、前記Ｒ１～Ｒ３の少なくとも１つに、少なくとも１つのスルホ基又はスルホンアミド
基が結合する。ｍ及びｎは、それぞれ独立に、０以上の整数であって、ｍ＋ｎは１～９の
整数である。）
【００１１】
　本発明に係る顔料分散剤は、Ｒ１～Ｒ３が有していてもよい置換基が、アルキル基、ア
ルコキシ基、ハロゲン原子、カルボキシル基及びヒドロキシル基よりなる群から選択され
る１種以上の置換基であることが好ましい。
【００１２】
　本発明に係る顔料分散液は、顔料と、前記顔料分散剤と、高分子分散剤と、溶媒とを含
有することを特徴とする。
【００１３】
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　本発明に係る顔料分散液は、前記高分子分散剤が、塩基性高分子分散剤であることが、
顔料の分散性及び分散安定性が向上する点から好ましい。
【００１４】
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物は、前記顔料分散液と、硬化性バインダ
ー成分とを含有することを特徴とする。
【００１５】
　本発明に係るカラーフィルタは、透明基板と、当該透明基板上に設けられた着色層とを
少なくとも備えるカラーフィルタであって、当該着色層の少なくとも１つが前記カラーフ
ィルタ用着色樹脂組成物を硬化させて形成されてなる着色層を有することを特徴とする。
【００１６】
　本発明に係る液晶表示装置は、前記カラーフィルタと、対向基板と、前記カラーフィル
タと前記対向基板との間に形成された液晶層を有することを特徴とする。
【００１７】
　本発明に係る有機発光表示装置は、前記カラーフィルタと、有機発光体とを有すること
を特徴とする。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、任意の顔料と組み合わせて用いても、色相を濁さず、顔料の分散性及
び分散安定性に優れ、高コントラスト及び高輝度の着色層が得られる顔料分散剤を提供す
ることができ、さらに、当該顔料分散剤を含有した顔料分散液、当該顔料分散液を含有す
るカラーフィルタ用着色樹脂組成物、当該カラーフィルタ用着色樹脂組成物を用いて形成
されるカラーフィルタ、並びに、当該カラーフィルタを有する液晶表示装置及び有機発光
表示装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明のカラーフィルタの一例を示す概略図である。
【図２】本発明の液晶表示装置の一例を示す概略図である。
【図３】本発明の有機発光表示装置の一例を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の顔料分散剤、顔料分散液、カラーフィルタ用着色樹脂組成物、カラーフ
ィルタ、液晶表示装置及び有機発光表示装置について順に説明する。
　なお、本発明において光には、可視及び非可視領域の波長の電磁波、さらには放射線が
含まれ、放射線には、例えばマイクロ波、電子線が含まれる。具体的には、波長５μｍ以
下の電磁波、及び電子線のことを言う。また本発明において（メタ）アクリルとは、アク
リル又はメタクリルのいずれかであることを意味し、（メタ）アクリレートとは、アクリ
レート又はメタクリレートのいずれかであることを意味する。
　また、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッドを「ＰＲ」と、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルーを「ＰＢ」
と略することがある。
【００２１】
１．顔料分散剤
　本発明の顔料分散剤は、下記一般式（１）で表されることを特徴とするものである。
【００２２】
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【化２】

（一般式（１）中、Ｒ１～Ｒ３は、それぞれ独立に、置換基を有していてもよい１～３環
のアリール基であって、同一であっても異なっていてもよい。Ｒ４は、水素原子、炭素数
１～２０の直鎖若しくは分岐のアルキル基、カルボキシアルキル基又はスルホアルキル基
であり、Ｒ５は炭素数１～２０の直鎖若しくは分岐のアルキル基、カルボキシアルキル基
又はスルホアルキル基である。ｍはスルホ基の数を示し、ｎはスルホンアミド基の数を示
し、前記Ｒ１～Ｒ３の少なくとも１つに、少なくとも１つのスルホ基又はスルホンアミド
基が結合する。ｍ及びｎは、それぞれ独立に、０以上の整数であって、ｍ＋ｎは１～９の
整数である。）
【００２３】
　さらに、本発明の顔料分散剤は、用途によっては、スルホ基及び／又はスルホンアミド
基が塩の形態で用いることもできる。
【００２４】
　本発明者らは、本発明の顔料分散剤が上記一般式（１）で表わされる構造を有すること
により、任意の顔料と組み合わせて用いても、色相を濁さず、顔料の分散性及び分散安定
性が優れ、高輝度を保ちつつ、コントラストに優れた着色層を得られることを見出した。
　本発明の顔料分散剤は、無色又は淡色で吸収波長が短波長であるため、あらゆる色相の
顔料と併用して着色層を形成しても、色相への影響がきわめて少なく、色の濁りも少なく
、光透過性の良好な輝度の高いものを得ることができる。また、本発明の顔料分散剤は、
顔料の分散性及び分散安定性に優れるため、コントラストに優れる着色層を得ることがで
きる。
【００２５】
　上記一般式（１）において、Ｒ１～Ｒ３は、それぞれ独立に、置換基を有していてもよ
い１～３環のアリール基であり、特に１又は２環であることが好ましい。Ｒ１～Ｒ３の各
アリール基が４環以上であると、顔料分散剤が着色し、色相に影響を与える恐れがある。
　尚、本発明における基（原子団）の表記において、「置換基を有していても良い」とは
、置換基を有さないものと共に置換基を有するものをも包含する。
　以下、置換基を有していても良いアリール基を単に「アリール基」と称する場合がある
。
【００２６】
　１～３環のアリール基としては、例えばフェニル基、ナフチル基、アントリル基、フェ
ナントリル基、ビフェニル基、ターフェニル基等が挙げられる。
【００２７】
　前記アリール基が有していても良い置換基としては、特に限定されないが、例えばアル
キル基、アルコキシ基、ハロゲン原子、カルボキシル基、ヒドロキシル基、ヘテロ環基、
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エステル基等が挙げられる。中でもアルキル基、アルコキシ基、ハロゲン原子、カルボキ
シル基及びヒドロキシル基が好ましい。前記アリール基は、これらの置換基よりなる群か
ら選択される１種以上の置換基を有することができる。
　尚、分散性及び分散安定性の観点から、前記アリール基は塩基性置換基を有さないこと
が好ましい。
【００２８】
　前記アルキル基は、特に制限はないが、炭素数１～２０のものが好ましく、例えば、直
鎖状、分岐状、環状のいずれであってもよい。このようなアルキル基としては、メチル基
、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ－
ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、各種ペンチル基、各種ヘキシル基、各種オクチル基、シ
クロペンチル基、シクロヘキシル基、シクロオクチル基、ノニル基、デシル基、ウンデシ
ル基、ドデシル基、トリデシル基、テトラデシル基、ペンタデシル基、ヘキサデシル基、
ヘプタデシル基、オクタデシル基、ノナデシル基、イコシル基等が挙げられる。
　前記アルコキシ基としては、特に制限はないが、炭素数１～２０のアルコキシ基が好ま
しく、例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基
、ヘキシルオキシ基、ヘプチルオキシ基、２－エチルヘキシルオキシ基、オクチルオキシ
基、ノニルオキシ基、デシルオキシ基、ラウリルオキシ基等が挙げられる。
　前記ハロゲン原子としては、例えば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子等
が挙げられる。
【００２９】
　また、本発明の顔料分散剤は、前記Ｒ１～Ｒ３の少なくとも１つに、少なくとも１つの
スルホ基（－ＳＯ３Ｈ）又はスルホンアミド基（－ＳＯ２ＮＲ４Ｒ５）が結合する。上記
一般式（１）において、ｍはスルホ基の数を示し、ｎはスルホンアミド基の数を示す。ｍ
及びｎは、それぞれ独立に、０以上の整数であって、ｍ＋ｎは１～９の整数である。中で
も、立体障害や分散剤との親和性の観点から、Ｒ１～Ｒ３の各アリール基が有するスルホ
基及び／又はスルホンアミド基は、３個以下であることが好ましい。
【００３０】
　上記一般式（１）において、Ｒ４は、水素原子、炭素数１～２０の直鎖若しくは分岐の
アルキル基、カルボキシアルキル基又はスルホアルキル基であり、Ｒ５は炭素数１～２０
の直鎖若しくは分岐のアルキル基、カルボキシアルキル基又はスルホアルキル基である。
　炭素数１～２０の直鎖若しくは分岐のアルキル基としては、例えば、メチル基、エチル
基、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｉ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基
、ｔ－ブチル基、ｔ－ペンチル基、ｉ－オクチル基、ｔ－オクチル基、２－エチルヘキシ
ル基、ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ドデシル基、トリデシル基、テトラデシル基
、ペンタデシル基、ヘキサデシル基、ヘプタデシル基、オクタデシル基、ノナデシル基、
イコシル基等が挙げられる。中でも、炭素数１～１０のものが好ましく、特に炭素数１～
３のものが好ましい。
　カルボキシアルキル基としては、特に限定されないが、例えば前記炭素数１～２０の直
鎖若しくは分岐のアルキル基の末端又は側鎖にカルボキシル基（－ＣＯＯＨ）を有するも
のが挙げられ、中でも、末端にカルボキシル基を有するカルボキシアルキル基が好ましい
。
　スルホアルキル基としては、特に限定されないが、例えば前記炭素数１～２０の直鎖若
しくは分岐のアルキル基の末端又は側鎖にスルホ基（－ＳＯ３Ｈ）を有するものが挙げら
れ、中でも、末端にスルホ基を有するスルホアルキル基が好ましい。
【００３１】
　本発明に係る顔料分散剤の合成方法は、特に限定されないが、例えば、以下の方法が挙
げられる。まず、１０～５０℃の溶媒中で、スルホ基及び／又はスルホンアミド基を有す
る第１級芳香族アミンと塩化シアヌルを１～２時間反応させる。これにより、上記一般式
（１）のＲ１～Ｒ３のうち少なくとも１つに、スルホ基及び／又はスルホンアミド基を有
するアリール基を導入する。さらに、スルホ基もスルホンアミド基も有さない第１級芳香
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族アミンを添加し、３０～１００℃に昇温した後、１～５時間反応させる。これにより、
Ｒ１～Ｒ３の中で、スルホ基又はスルホンアミド基を有するアリール基が導入されなかっ
た箇所に、スルホ基もスルホンアミド基も有さないアリール基が導入される。得られた懸
濁液を濾過した後に、水系の洗浄液で洗浄し、乾燥させると、白色生成物として顔料分散
剤が得られる。尚、得られた顔料分散剤は、溶媒に溶解させると無色又は淡色となる。
　上記の方法で、第１級芳香族アミンが有するスルホ基及び／又はスルホンアミド基の数
、及び、塩化シアヌルとスルホ基及び／又はスルホンアミド基を有する第１級芳香族アミ
ンとのモル比、反応液濃度、反応温度、反応時間等を調整することにより、得られる化合
物１分子当たりのスルホ基及びスルホンアミド基の導入量を制御することができる。
　尚、従来公知の方法により、上記一般式（１）で表わされる化合物の金属塩、アンモニ
ウム塩、アミン塩等の塩を得ることができる。
【００３２】
　尚、本発明に係る顔料分散剤の合成方法としては、生成物中に上記一般式（１）で表わ
される本発明の顔料分散剤が含まれていれば良く、生成物中にスルホ基もスルホンアミド
基も含まれない化合物、即ち、上記一般式（１）のｍ＋ｎ＝０で表わされる化合物が少量
含まれていても良い。
【００３３】
２．顔料分散液
　本発明に係る顔料分散液は、顔料と、上述した顔料分散剤と、高分子分散剤と、溶媒と
を含有することを特徴とする。
【００３４】
　本発明に係る顔料分散液は、前記一般式（１）で表わされる顔料分散剤により分散され
たものであるため、任意の顔料を用いても、顔料の分散性、分散安定性に優れ、本発明に
係る顔料分散液を用いて得られる着色層は、コントラスト及び輝度に優れる。
　本発明に係る顔料分散液は、顔料と、本発明に係る前記一般式（１）で表わされる顔料
分散剤と、高分子分散剤と、溶媒を必須成分として含有するものであり、必要に応じて他
の成分を含有しても良いものである。
　以下、本発明に係る顔料分散液の各成分について詳細に説明する。
【００３５】
（顔料）
　本発明に係る顔料分散液に含まれる顔料としては、特に限定されず、種々の有機又は無
機顔料を用いることができる。有機顔料の具体例としては、カラーインデックス（Ｃ．Ｉ
．；Ｔｈｅ Ｓｏｃｉｅｔｙ ｏｆ Ｄｙｅｒｓ ａｎｄ Ｃｏｌｏｕｒｉｓｔｓ 社発行） 
においてピグメント（Ｐｉｇｍｅｎｔ）に分類されている化合物、すなわち、下記のよう
なカラーインデックス（Ｃ．Ｉ．）番号が付されているものを挙げることができる。Ｃ．
Ｉ．ピグメントイエロー１、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロ
ー１２、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー８３、Ｃ．Ｉ．
ピグメントイエロー１３８、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３９、Ｃ．Ｉ．ピグメントイ
エロー１５０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８５
等のイエロー系ピグメント；Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ３８、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレ
ンジ７１、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ７３等のオレンジ系ピグメント；Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントレッド１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントレッド１７７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２４２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２
５４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２５５、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２６４、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントレッド２７２等のレッド系ピグメント；及び、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５、
Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：４、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントブルー１５：６等のブルー系ピグメント；Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７、Ｃ．Ｉ
．ピグメントグリーン３６、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン５８等のグリーン系ピグメント
；Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット１９、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット２３など。ま
た、従来分散困難であった臭素化率の高いフタロシアニン、例えば、モナストラルグリー
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ン６ＹＣ、９ＹＣ等（アビシア（株）製）の高輝度Ｇ顔料や、中心金属がＣｕやＺｎ以外
の金属、例えば、Ｍｇ、Ａｌ、Ｓｉ、Ｔｉ、Ｖ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｇｅ、Ｓｎ等
の異種金属フタロシアニン顔料からなる高色純度Ｇ顔料を用いることができる。
【００３６】
　また、前記無機顔料の具体例としては、酸化チタン、硫酸バリウム、炭酸カルシウム、
亜鉛華、硫酸鉛、黄色鉛、亜鉛黄、べんがら（赤色酸化鉄（ＩＩＩ））、カドミウム赤、
群青、紺青、酸化クロム緑、コバルト緑、アンバー、チタンブラック、合成鉄黒、カーボ
ンブラック等を挙げることができる。本発明において顔料は、単独でまたは２種以上を混
合して使用することができる。
【００３７】
　本発明に係る顔料分散液は、これらの顔料のなかでも液晶表示装置用カラーフィルタに
汎用されている各種の顔料に対して優れた分散性を付与することができ、具体的には、Ｃ
．Ｉ．ピグメントイエロー８３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３８、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１３９、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５０、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７
７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２４２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２５４、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントグリーン７、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン３６、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン５８
、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：６及びＣ．Ｉ．ピグメントバイオレット２３、臭素化
率の高い上記フタロシアニン顔料、上記異種金属フタロシアニン顔料からなる群から選ば
れる少なくとも一種を含有する顔料分散液を調製する場合に好適に用いることができる。
【００３８】
（顔料分散剤）
　本発明に係る顔料分散液は、前記一般式（１）で表わされる顔料分散剤を含む。当該顔
料分散剤としては、上述したものと同様のものを用いることができるので、ここでの説明
は省略する。
　本発明の顔料分散液において、前記一般式（１）で表される顔料分散剤の含有量は、適
宜調整されれば良く、特に限定されない。通常、前記一般式（１）で表される顔料分散剤
の含有量は、顔料１００重量部に対して、０．５～２５重量部の範囲内であることが好ま
しく、更に１．０～２０重量部の範囲内であることが好ましい。
　尚、前記顔料分散液に顔料誘導体が含まれる場合は、前記含有量を規定する際の顔料に
は、顔料の他、顔料誘導体も含まれる。
【００３９】
（高分子分散剤）
　さらに、本発明の顔料分散液は、高分子分散剤を含有する。前記一般式（１）で表され
る顔料分散剤と高分子分散剤を組み合わせて用いることで、本発明の顔料分散液は、顔料
の分散性及び分散安定性が優れ、コントラスト及び輝度が高い着色層を形成することがで
きる。
【００４０】
　高分子分散剤としては、例えば、ポリアクリル酸エステル等の不飽和カルボン酸エステ
ルの（共）重合体類；ポリアクリル酸等の不飽和カルボン酸の（共）重合体の（部分）ア
ミン塩、（部分）アンモニウム塩や（部分）アルキルアミン塩類；水酸基含有ポリアクリ
ル酸エステル等の水酸基含有不飽和カルボン酸エステルの（共）重合体やそれらの変性物
；ポリウレタン類；不飽和ポリアミド類；ポリシロキサン類；長鎖ポリアミノアミドリン
酸塩類；ポリ（低級アルキレンイミン）と遊離カルボキシル基含有ポリエステルとの反応
により得られるアミドやそれらの塩類等を挙げることができる。
【００４１】
　中でも、本発明の顔料分散液に用いられる高分子分散剤としては、塩基性高分子分散剤
が好ましい。前記一般式（１）で表される顔料分散剤と組み合わせて用いたときに、顔料
分散液の顔料分散性及び分散安定性の効果がより高いからである。
　さらに、分子内に顔料吸着部位と溶媒親和部位が機能分離されたブロック共重合体タイ
プもしくはグラフト共重合体（櫛型）タイプの高分子分散剤が好ましく、特に、３級アミ
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なブロック共重合体においては、３級アミンの塩又は４級アンモニウム塩を含むブロック
部分が、顔料及び上記一般式（１）で表される顔料分散剤に吸着し、３級アミンの塩又は
４級アンモニウム塩を含まないブロック部分が、溶媒に対して溶解性を有するため、顔料
の分散性を向上することができる。特に、本発明においては、上記一般式（１）で表され
る顔料分散剤と塩型ブロック共重合体からなる高分子分散剤を組み合わせて用いると、特
に顔料の微細化を実現することが可能になり、コントラストを向上することができる。ブ
ロック共重合体からなる高分子分散剤を用いると、グラフトポリマー型高分子分散剤を使
用するよりも顔料吸着部と溶剤可溶部のサイズを小さく設計することができ、より細かい
顔料での分散効果が高くなる。
【００４２】
　３級アミンの塩としては、例えば、ブロック共重合体を形成するユニットであるジメチ
ルアミノエチルアクリレート等の３級アミン部位をリン酸化合物やスルホン酸化合物等の
酸によって塩形成したものが挙げられる。また、４級アンモニウム塩としては、ブロック
共重合体を形成するユニットであるジメチルアミノエチルアクリレート等の３級アミン部
位にハロゲン化アリル及び／又はハロゲン化アラルキル等により４級アンモニウム塩とし
たものが挙げられる。
　なお、３級アミンの塩又は４級アンモニウム塩を含むブロック部分には、塩を形成して
いないアミンが含まれていても良い。
【００４３】
　３級アミンの塩又は４級アンモニウム塩が共重合体中に含まれる量としては、ブロック
共重合体の全繰り返し単位数に対して、繰り返し単位数で１～５０％であることが好まし
く、特に１～２０％であることが好ましい。
【００４４】
　重合体の主鎖構造としては、例えば、（メタ）アクリル系樹脂やスチレン系樹脂等が挙
げられる。中でも、（メタ）アクリル系樹脂がブロック共重合体を合成しやすい点で好ま
しい。
【００４５】
　本発明に用いられる３級アミンの塩又は４級アンモニウム塩を含むブロック共重合体の
重量平均分子量Ｍｗは、５００～２００００の範囲内であることが好ましく、１０００～
１５０００の範囲内であることがより好ましく、３０００～１２０００の範囲内であるこ
とがさらに好ましい。上記範囲内であることにより、顔料を均一に分散させる分散初期の
顔料に対する濡れ性と分散安定性を両立することが可能となる。ここで、重量平均分子量
は、ゲル・パーミエーション・クロマトグラフィー（ＧＰＣ）により、標準ポリスチレン
換算値として求めることができる。
【００４６】
　本発明において用いられる高分子分散剤としては、中でも、下記一般式（Ｉ）で表され
る繰り返し単位（１）と、下記一般式（ＩＩ）で表される繰り返し単位（２）とを有し、
さらに前記繰り返し単位（１）が有するアミノ基の少なくとも一部と有機酸化合物及び／
又はハロゲン化炭化水素とが塩を形成したブロック共重合体であることが、特にコントラ
ストが向上した塗膜を作製可能になる点から好ましい。
【００４７】
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【化３】

［式（Ｉ）及び式（ＩＩ）中、Ｒiは、水素原子又はメチル基、Ｒii及びＲiiiは、それぞ
れ独立に水素原子又は炭素数１～８のアルキル基、Ａは、炭素数１～８のアルキレン基、
－[ＣＨ（Ｒ６）－ＣＨ（Ｒ７）－Ｏ]ｘ－ＣＨ（Ｒ６）－ＣＨ（Ｒ７）－又は－[（ＣＨ

２）ｙ－Ｏ]ｚ－（ＣＨ２）ｙ－で示される２価の基、Ｒivは、炭素数１～１８のアルキ
ル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基、アリール基、－[ＣＨ（Ｒ６）－
ＣＨ（Ｒ７）－Ｏ]ｘ－Ｒ８又は－[（ＣＨ２）ｙ－Ｏ]ｚ－Ｒ８で示される１価の基であ
る。Ｒ６及びＲ７は、それぞれ独立に水素原子又はメチル基であり、Ｒ８は、水素原子、
あるいは炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基、
アリール基、－ＣＨＯ、－ＣＨ２ＣＨＯ、又は－ＣＨ２ＣＯＯＲ９で示される１価の基で
あり、Ｒ９は水素原子又は炭素数が１～５のアルキル基である。上記アルキル基、アルケ
ニル基、アラルキル基、アリール基はそれぞれ置換基を有していても良い。
　ｘは１～１８の整数、ｙは１～５の整数、ｚは１～１８の整数を示す。ｋは３～２００
の整数、ｌは１０～２００の整数を示す。］
【００４８】
　＜ブロック共重合体＞
　上記ブロック共重合体は、上記一般式（Ｉ）で表される繰り返し単位（１）と、上記一
般式（ＩＩ）で表される繰り返し単位（２）とを有するものである。上記一般式（Ｉ）に
おいて、Ｒiは、水素原子又はメチル基を示し、Ｒii及びＲiiiは、それぞれ独立に、水素
原子又は炭素数１～８のアルキル基を示す。ここで、炭素数１～８のアルキル基は、直鎖
状、分岐状、環状のいずれであってもよい。このようなアルキル基としては、メチル基、
エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブ
チル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、各種ペンチル基、各種ヘキシル基、各種オクチル基、シク
ロペンチル基、シクロヘキシル基、シクロオクチル基などを挙げることができる。これら
の中で、メチル基及びエチル基が好ましい。本発明においては、上記Ｒii及びＲiiiは、
互いに同一であってもよいし、異なるものであってもよい。
【００４９】
　Ａは、炭素数１～８のアルキレン基、＊－[ＣＨ（Ｒ６）－ＣＨ（Ｒ７）－Ｏ]ｘ－ＣＨ
（Ｒ６）－ＣＨ（Ｒ７）－＊＊、又は、＊－[（ＣＨ２）ｙ－Ｏ]ｚ－（ＣＨ２）ｙ－＊＊
で示される２価の基である。ここで、＊は、エステル結合側の連結部位を表し、＊＊は、
アミノ基側の連結部位を表す。また、上記炭素数１～８のアルキレン基は、直鎖状、分岐
状のいずれであってもよく、例えば、メチレン基、エチレン基、トリメチレン基、プロピ
レン基、各種ブチレン基、各種ペンチレン基、各種へキシレン基、各種オクチレン基など
である。
　Ｒ６及びＲ７は、それぞれ独立に水素原子又はメチル基である。
　ｘは１～１８の整数、好ましくは１～４の整数、より好ましくは１～２の整数であり、
ｙは１～５の整数、好ましくは１～４の整数、より好ましくは２又は３である。ｚは１～
１８の整数、好ましくは１～４の整数、より好ましくは１～２の整数である。本発明にお
いては、ｘ、ｙ、及びｚが、上記の範囲内にあれば、本発明の顔料分散液は、顔料の分散
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性に優れたものになる。
　上記Ａとしては、炭素数１～８のアルキレン基が好ましく、メチレン基及びエチレン基
がより好ましい。炭素数が１～８の範囲内であれば、顔料の分散性を良好に保つことがで
きる。
【００５０】
　上記一般式（ＩＩ）において、Ｒivは、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８
のアルケニル基、アラルキル基、アリール基、－[ＣＨ（Ｒ６）－ＣＨ（Ｒ７）－Ｏ]ｘ－
Ｒ８又は－[（ＣＨ２）ｙ－Ｏ]ｚ－Ｒ８を示す。
　上記炭素数１～１８のアルキル基は、直鎖状、分岐状、環状のいずれであってもよく、
例えば、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブ
チル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、各種ペンチル基、各種ヘキシル基、各
種オクチル基、各種デシル基、各種ドデシル基、各種テトラデシル基、各種ヘキサデシル
基、各種オクタデシル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、シクロオクチル基、シ
クロドデシル基、ボルニル基、イソボルニル基、ジシクロペンタニル基、アダマンチル基
、低級アルキル基置換アダマンチル基などを挙げることができる。
　上記炭素数２～１８のアルケニル基は、直鎖状、分岐状、環状のいずれであってもよい
。このようなアルケニル基としては、例えばビニル基、アリル基、プロペニル基、各種ブ
テニル基、各種ヘキセニル基、各種オクテニル基、各種デセニル基、各種ドデセニル基、
各種テトラデセニル基、各種ヘキサデセニル基、各種オクタデセニル基、シクロペンテニ
ル基、シクロヘキセニル基、シクロオクテニル基などを挙げることができる。アルケニル
基の二重結合の位置には限定はないが、得られたポリマーの反応性の点からは、アルケニ
ル基の末端に二重結合があることが好ましい。
【００５１】
　置換基を有していてもよいアリール基としては、フェニル基、ビフェニル基、ナフチル
基、トリル基、キシリル基等が挙げられる。アリール基の炭素数は、６～２４が好ましく
、更に６～１２が好ましい。
　置換基を有していてもよいアラルキル基としては、ベンジル基、フェネチル基、ナフチ
ルメチル基、ビフェニルメチル基等が挙げられる。アラルキル基の炭素数は、７～２０が
好ましく、更に７～１４が好ましい。
　アリール基やアラルキル基等の芳香環の置換基としては、炭素数１～４の直鎖状、分岐
状のアルキル基の他、アルケニル基、ニトロ基、ハロゲン原子などを挙げることができる
。
　なお、上記好ましい炭素数には、置換基の炭素数は含まれない。
【００５２】
　上記Ｒ６及びＲ７は、前記と同じであり、Ｒ８は水素原子、あるいは置換基を有しても
よい、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基、ア
リール基、－ＣＨＯ、－ＣＨ２ＣＨＯ、又は－ＣＨ２ＣＯＯＲ９で示される１価の基であ
り、Ｒ９は水素原子又は炭素数１～５の直鎖状、分岐状、又は環状のアルキル基である。
　上記Ｒ８で示される１価の基において、有してもよい置換基としては、例えば炭素数１
～４の直鎖状、分岐状又は環状のアルキル基、Ｆ、Ｃｌ、Ｂｒなどのハロゲン原子などを
挙げることができる。
　上記Ｒ８のうちの炭素数１～１８のアルキル基、及び炭素数２～１８のアルケニル基、
アラルキル基、アリール基は、前記Ｒivで示したとおりである。
　上記Ｒivにおいて、ｘ、ｙ及びｚは、前記Ａで説明したとおりである。
　また、上記一般式（ＩＩ）で表される繰り返し単位（２）中のＲivは、互いに同一であ
ってもよいし、異なるものであってもよい。
【００５３】
　本発明において、上記Ｒivとしては、なかでも、後述する溶媒との溶解性に優れたもの
を用いることが好ましく、具体的には、上記ブロック共重合体を構成する繰り返し単位等
によっても異なるが、上記溶媒が、カラーフィルタ用の溶媒として一般的に使用されてい
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るエーテルアルコールアセテート系、エーテル系、エステル系などの溶媒を用いる場合に
は、メチル基、エチル基、ｎ－ブチル基、２－エチルヘキシル基、ベンジル基等が好まし
い。また、上記溶媒が、ペンタン、ヘキサン等のより極性の低いものである場合には、ペ
ンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基等を用いることが好ましい。
　ここで、上記Ｒivをこのように設定する理由は、上記Ｒivを含む繰り返し単位（２）が
、上記溶媒に対して高い溶解性を有し、上記繰り返し単位（１）のアミノ基と、後述する
有機酸化合物とが形成する塩形成部位が顔料に対して高い吸着性を有するものであること
により、顔料の分散性及び安定性を特に優れたものとすることができるからである。
【００５４】
　さらに、上記Ｒivは、上記ブロック共重合体の分散性能等を妨げない範囲で、アルコキ
シ基、水酸基、カルボキシル基、アミノ基、エポキシ基、イソシアネート基、水素結合形
成基等の置換基によって置換されたものとしてもよく、また、上記ブロック共重合体の合
成後に、上記置換基を有する化合物と反応させて、上記置換基を付加させてもよい。また
、これらの置換基を有するブロック共重合体を合成した後に、当該置換基と反応する官能
基と重合性基とを有する化合物を反応させて、重合性基を付加したものとしてもよい。例
えば、カルボキシル基を有するブロック共重合体にグリシジル（メタ）アクリレートを反
応させたり、イソシアネート基を有するブロック共重合体にヒドロキシエチル（メタ）ア
クリレートを反応させたりして、重合性基を付加することができる。
【００５５】
　本発明に用いられるブロック共重合体の構成単位（１）のユニット数ｋ及び構成単位（
２）のユニット数ｌの比率ｋ／ｌとしては、０．０１～１の範囲内であることが好ましく
、０．０５～０．５の範囲内であることがより好ましい。比率ｋ／ｌが上記範囲内にあれ
ば、顔料に対する吸着性が良好となり、上記構成単位（２）による上記溶媒との溶解性が
低くなることがなく、顔料の分散性、及び安定性が低下することがない。
【００５６】
　本発明に用いられるブロック共重合体の分子サイズに関しては、上記繰り返し単位（１
）の数ｋは、３～２００の整数、好ましくは３～５０の整数である。上記繰り返し単位（
２）の数ｌは、１０～２００の整数、好ましくは２０～１００の整数、より好ましくは２
０～７０の整数である。本発明においては、ｋ及びｌが、それぞれ上記の範囲内にあるこ
とにより、溶媒可溶性部位と溶媒不溶性部位が効果的に作用し、本発明の顔料分散液を顔
料の分散性に優れたものとすることができる。
　さらに、上記ブロック共重合体の重量平均分子量Ｍｗは、５００～２００００の範囲内
であることが好ましく、１０００～１５０００の範囲内であることがより好ましく、３０
００～１２０００の範囲内であることがさらに好ましい。上記範囲内であることにより、
顔料を均一に分散させる分散初期の顔料に対する濡れ性と分散安定性を両立することが可
能となる。
【００５７】
　なお、上記重量平均分子量Ｍｗは、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー
）により測定された値である。測定は、東ソー（株）製のＨＬＣ－８１２０ＧＰＣを用い
、溶出溶媒を０．０１モル／リットルの臭化リチウムを添加したＮ－メチルピロリドンと
し、校正曲線用ポリスチレンスタンダードをＭｗ３７７４００、２１０５００、９６００
０、５０４００、２０６５００、１０８５０、５４６０、２９３０、１３００、５８０（
以上、Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ社製　Ｅａｓｉ　ＰＳ－２シリーズ）
及びＭｗ１０９００００（東ソー（株）製）とし、測定カラムをＴＳＫ－ＧＥＬ　ＡＬＰ
ＨＡ－Ｍ×２本（東ソー（株）製）として行われたものである。
【００５８】
　本発明に用いられるブロック共重合体の結合順としては、上記繰り返し単位（１）及び
上記繰り返し単位（２）を有し、顔料を安定に分散することができるものであればよく、
特に限定されないが、上記繰り返し単位（１）が上記ブロック共重合体の一端のみに結合
したものであることが好ましい。すなわち、上記繰り返し単位（１）と、上記繰り返し単
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位（２）とが、繰り返し単位（１）－繰り返し単位（２）の順で結合したものであっても
よく、繰り返し単位（１）－繰り返し単位（２）－繰り返し単位（１）の順で結合したも
のであってもよく、繰り返し単位（１）－繰り返し単位（２）が繰り返し結合したもので
あってもよいが、本発明においては、なかでも繰り返し単位（１）－繰り返し単位（２）
の順で結合したものが好ましい。その理由は、顔料に対する吸着性に優れ、さらにこのよ
うなブロック共重合体を用いた高分子分散剤同士の凝集を効果的に抑えることができるか
らである。
【００５９】
　構成単位（１）や構成単位（２）が２種以上含まれる場合において、構成単位（１）－
構成単位（２’）－構成単位（２”）の順で結合したブロック共重合体や、構成単位（１
’）－構成単位（１”）－構成単位（２）の順で結合したブロック共重合体や、構成単位
（１’）－構成単位（１”）－構成単位（２’）－構成単位（２”）の順で結合したブロ
ック共重合体などであっても良い。
【００６０】
　＜有機酸化合物＞
　前述した一般式（Ｉ）で表される構成単位（１）と、一般式（ＩＩ）で表される構成単
位（２）とを有するブロック共重合体の構成単位（１）が有するアミノ基と、塩を形成す
る有機酸化合物としては、下記一般式（ＩＩＩ）で表される構造を有する有機リン酸化合
物及び／又は下記一般式（ＩＶ）で表される構造を有する有機スルホン酸化合物が挙げら
れる。
【００６１】

【化４】

［式（ＩＩＩ）及び式（ＩＶ）中、Ｒａ及びＲａ’はそれぞれ独立に、水素原子、水酸基
、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基、アリー
ル基、－［ＣＨ（Ｒｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ－Ｒｅ、－［（ＣＨ２）ｔ－Ｏ］ｕ－Ｒ
ｅ、又は－Ｏ－Ｒａ’’で示される１価の基であり、Ｒａ及びＲａ’のいずれかは炭素原
子を含む。Ｒａ’’は、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、
アラルキル基、アリール基、－［ＣＨ（Ｒｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ－Ｒｅ、－［（Ｃ
Ｈ２）ｔ－Ｏ］ｕ－Ｒｅで示される１価の基である。
　Ｒｂは、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基
、アリール基、－［ＣＨ（Ｒｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ－Ｒｅ、－［（ＣＨ２）ｔ－Ｏ
］ｕ－Ｒｅ、又は－Ｏ－Ｒｂ’で示される１価の基である。Ｒｂ’は、炭素数１～１８の
アルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基、アリール基、－［ＣＨ（Ｒ
ｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ－Ｒｅ、又は－［（ＣＨ２）ｔ－Ｏ］ｕ－Ｒｅで示される１
価の基である。
　Ｒｃ及びＲｄは、それぞれ独立に水素原子又はメチル基であり、Ｒｅは、水素原子、あ
るいは炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基、ア
リール基、－ＣＨＯ、－ＣＨ２ＣＨＯ、－ＣＯ－ＣＨ＝ＣＨ２、－ＣＯ－Ｃ（ＣＨ３）＝
ＣＨ２又は－ＣＨ２ＣＯＯＲｆで示される１価の基であり、Ｒｆは水素原子又は炭素数１
～５のアルキル基である。Ｒａ、Ｒａ’、及びＲｂにおいて、アルキル基、アルケニル基
、アラルキル基、アリール基はそれぞれ、置換基を有していてもよい。
　ｓは１～１８の整数、ｔは１～５の整数、ｕは１～１８の整数を示す。］
【００６２】
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　本発明においては、上記有機酸化合物及び／又は後述するハロゲン化炭化水素を用いる
ことにより、当該高分子分散剤を、顔料の分散性及び安定性に優れたものとすることがで
きる。さらに、有機酸化合物が用いられる場合には、塩形成部位が、アルカリ現像時のア
ルカリ水溶液に対して高い溶解性を有することから、アルカリ現像性に優れたものとする
ことができる。特にコントラスト向上のための顔料の粒径の微小化に伴い、高分子分散剤
が多量に必要になり、アルカリ現像性の低下や残渣の増加といった問題が生じるおそれが
あるが、上記塩型高分子分散剤において有機酸化合物が用いられる場合には、このような
問題を低減できる。
【００６３】
　上記一般式（ＩＩＩ）において、Ｒａ及びＲａ’は、それぞれ独立に水素原子、水酸基
、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基、アリー
ル基、－［ＣＨ（Ｒｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ－Ｒｅ、－［（ＣＨ２）ｔ－Ｏ］ｕ－Ｒ
ｅ、又は－Ｏ－Ｒａ’’を示し、Ｒａ及びＲａ’のうちいずれかは炭素原子を含む。
【００６４】
　上記炭素数１～１８のアルキル基、上記炭素数２～１８のアルケニル基、アリール基、
及びアラルキル基は、前記Ｒivで示したとおりである。アルケニル基の二重結合の位置に
は限定はないが、反応性の点からは、アルケニル基の末端に二重結合があることが好まし
い。
　上記アルキル基やアルケニル基は置換基を有していても良く、当該置換基としては、Ｆ
、Ｃｌ、Ｂｒなどのハロゲン原子、ニトロ基等が挙げられる。
　また、上記アリール基やアラルキル基等の芳香環の置換基としては、炭素数１～４の直
鎖状、分岐状のアルキル基の他、アルケニル基、ニトロ基、ハロゲン原子などを挙げるこ
とができる。
【００６５】
　上記Ｒｃ及びＲｄは、それぞれ独立に水素原子又はメチル基であり、Ｒｅは、水素原子
、あるいは炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基
、アリール基、－ＣＨＯ、－ＣＨ２ＣＨＯ、－ＣＯ－ＣＨ＝ＣＨ２、－ＣＯ－Ｃ（ＣＨ３

）＝ＣＨ２又は－ＣＨ２ＣＯＯＲｆで示される１価の基であり、Ｒｆは水素原子又は炭素
数が１～５の直鎖状、分岐状、環状のアルキル基である。
【００６６】
　上記Ｒｅで示される１価の基において、有してもよい置換基としては、例えば炭素数１
～４の直鎖状、分岐状又は環状のアルキル基、Ｆ、Ｃｌ、Ｂｒなどのハロゲン原子などを
挙げることができる。
　上記Ｒｅのうちの炭素数１～１８のアルキル基は前記のＲ４で示したとおりであり、炭
素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基、アリール基は、前記のＲａ及びＲａ’で示
したとおりである。
【００６７】
　Ｒａ及び／又はＲａ’が、－Ｏ－Ｒａ’’の場合、酸性リン酸エステルとなる。上記Ｒ
ａ’’は、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基
、アリール基、－［ＣＨ（Ｒｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ－Ｒｅ、－［（ＣＨ２）ｔ－Ｏ
］ｕ－Ｒｅで示される１価の基である。
　上記炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基、ア
リール基は、前記のＲａ及びＲａ’で示したとおりである。尚、Ｒａ’’が芳香環を有す
る場合、該芳香環上に適当な置換基、例えば炭素数１～４の直鎖状、分岐状のアルキル基
などを有していてもよい。
【００６８】
　Ｒａ、Ｒａ’及びＲａ’’において、ｓは１～１８の整数、ｔは１～５の整数、ｕは１
～１８の整数である。ｓは、好ましくは１～４の整数、より好ましくは１～２の整数であ
り、ｔは、好ましくは１～４の整数、より好ましくは２又は３である。ｕは、好ましくは
１～４の整数、より好ましくは１～２の整数である。
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【００６９】
　上記一般式（ＩＶ）において、Ｒｂは、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８
のアルケニル基、アラルキル基、アリール基、－［ＣＨ（Ｒｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ

－Ｒｅ、－［（ＣＨ２）ｔ－Ｏ］ｕ－Ｒｅ、又は－Ｏ－Ｒｂ’を示す。
　上記炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基、ア
リール基は、前記のＲａ及びＲａ’で示したとおりである。
【００７０】
　Ｒｂが、－Ｏ－Ｒｂ’の場合、酸性硫酸エステルとなる。上記Ｒｂ’は、炭素数１～１
８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基、アリール基、－［ＣＨ
（Ｒｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ－Ｒｅ、－［（ＣＨ２）ｔ－Ｏ］ｕ－Ｒｅで示される１
価の基である。
　Ｒｂ、Ｒｂ’において、アルキル基、アルケニル基、アラルキル基、アリール基はそれ
ぞれ、置換基を有していても良い。
　上記炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基、ア
リール基、－［ＣＨ（Ｒｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ－Ｒｅ、－［（ＣＨ２）ｔ－Ｏ］ｕ

－Ｒｅは、前記Ｒａ、Ｒａ及びＲａ’’で示したとおりである。
　また上記Ｒｃ、Ｒｄ及びＲｅは、前記Ｒａ、Ｒａ及びＲａ’’で示したとおりである。
　上記Ｒｂ及びＲｂ’において、ｓは１～１８の整数、ｔは１～５の整数、ｕは１～１８
の整数である。好ましいｓ、ｔ、ｕは、上記Ｒａ、Ｒａ’及びＲａ’’と同様である。
【００７１】
　上記一般式（ＩＩＩ）で表される有機酸化合物としては、前記一般式（ＩＩＩ）におけ
るＲａ及びＲａ’が、それぞれ独立に、水素原子、水酸基、メチル基、エチル基、置換基
を有していても良いアリール基又はアラルキル基、ビニル基、アリル基、－［ＣＨ（Ｒｃ

）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ－Ｒｅ、又は－［（ＣＨ２）ｔ－Ｏ］ｕ－Ｒｅ、あるいは、－
Ｏ－Ｒａ’’で示される１価の基であり、Ｒａ及びＲａ’のいずれかは炭素原子を含み、
且つ、Ｒａ’’が、メチル基、エチル基、置換基を有していても良いアリール基又はアラ
ルキル基、ビニル基、アリル基、－［ＣＨ（Ｒｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ－Ｒｅ、又は
－［（ＣＨ２）ｔ－Ｏ］ｕ－Ｒｅであり、Ｒｃ及びＲｄが、それぞれ独立に水素原子又は
メチル基であり、Ｒｅが－ＣＯ－ＣＨ＝ＣＨ２又は－ＣＯ－Ｃ（ＣＨ３）＝ＣＨ２である
ものが顔料分散性に優れたものとすることができる点から好ましい。
【００７２】
　また、一般式（ＩＶ）で表される有機酸化合物としては、一般式（ＩＶ）におけるＲｂ

が、メチル基、エチル基、置換基を有していても良いアリール基又はアラルキル基、ビニ
ル基、アリル基、－［ＣＨ（Ｒｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ－Ｒｅ、又は－［（ＣＨ２）

ｔ－Ｏ］ｕ－Ｒｅ、あるいは、－Ｏ－Ｒｂ’で示される１価の基であり、Ｒｂ’が、メチ
ル基、エチル基、置換基を有していても良いアリール基又はアラルキル基、ビニル基、ア
リル基、－［ＣＨ（Ｒｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ－Ｒｅ、又は－［（ＣＨ２）ｔ－Ｏ］

ｕ－Ｒｅであり、Ｒｃ及びＲｄが、それぞれ独立に水素原子又はメチル基であり、Ｒｅが
－ＣＯ－ＣＨ＝ＣＨ２又は－ＣＯ－Ｃ（ＣＨ３）＝ＣＨ２であるものが顔料分散性に優れ
たものとすることができる点から好ましい。
【００７３】
　中でも、上記一般式（ＩＩＩ）及び一般式（ＩＶ）で表される有機酸化合物は、Ｒａ、
Ｒａ’及び／又はＲａ’’、並びに／或いは、Ｒｂ及び／又はＲｂ’として、芳香環を有
することが顔料分散性の点から好ましい。Ｒａ、Ｒａ’及びＲａ’’の少なくとも１つ、
或いは、Ｒｂ又はＲｂ’が、置換基を有していても良いアリール基又はアラルキル基、よ
り具体的には、ベンジル基、フェニル基、トリル基、ナフチル基、ビフェニル基であるこ
とが、顔料分散性の点から好ましい。前記一般式（ＩＩＩ）においては、Ｒａ及びＲａ’

の一方が芳香環を有する場合には、Ｒａ及びＲａ’の他方は、水素原子や水酸基であるも
のも好適に用いられる。
【００７４】
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　また、耐熱性や耐薬品性、特に耐アルカリ性の点からは、上記一般式（ＩＩＩ）及び一
般式（ＩＶ）で表される有機酸化合物としては、リン（Ｐ）や硫黄（Ｓ）に炭素原子が直
接結合した化合物であることが好ましく、Ｒａ及びＲａ’が、それぞれ独立に水素原子、
水酸基、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基、アラルキル基、
アリール基、－［ＣＨ（Ｒｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ－Ｒｅ、－［（ＣＨ２）ｔ－Ｏ］

ｕ－Ｒｅで示される１価の基であり、Ｒａ及びＲａ’のいずれかは炭素原子を含むことが
好ましい。また、Ｒｂが、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～１８のアルケニル基
、アラルキル基、アリール基、－［ＣＨ（Ｒｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－Ｏ］ｓ－Ｒｅ、－［（
ＣＨ２）ｔ－Ｏ］ｕ－Ｒｅで示される１価の基であることが好ましい。
【００７５】
　また、上記一般式（ＩＩＩ）及び一般式（ＩＶ）で表される有機酸化合物は、Ｒａ、Ｒ
ａ’及び／又はＲａ’’、並びに／或いは、Ｒｂ及び／又はＲｂ’としては、重合性基を
有するもの、すなわち、ビニル基、アリル基あるいは－［ＣＨ（Ｒｃ）－ＣＨ（Ｒｄ）－
Ｏ］ｓ－Ｒｅ、又は－［（ＣＨ２）ｔ－Ｏ］ｕ－Ｒｅであり、且つ、Ｒｅが－ＣＯ－ＣＨ
＝ＣＨ２又は－ＣＯ－Ｃ（ＣＨ３）＝ＣＨ２であるものが好ましく、特に、Ｒａ、Ｒａ’

及び／又はＲａ’’、並びに／或いは、Ｒｂ及び／又はＲｂ’が、ビニル基、アリル基、
２－メタクリロイルオキシエチル基、２－アクリロイルオキシエチル基であるものが好ま
しい。
　このような場合には、本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物を用いて着色層を形成
する際の露光時に、上記重合性基同士及び／又は上記重合性基と、本発明のカラーフィル
タ用着色樹脂組成物に含まれるアルカリ可溶性樹脂及び多官能性モノマー等とを容易に重
合することができ、カラーフィルタの着色層中において、上記高分子分散剤が、安定に存
在することを可能とする。このようなカラーフィルタを用いて液晶表示装置を製造した際
には、液晶層等へ上記高分子分散剤がブリードアウトすることを防止することができる。
【００７６】
　また、当該有機酸化合物が、重合性基を含むことにより、着色層形成に用いる前に、当
該有機酸化合物が有する重合性基同士を重合させることができ、その結果高分子分散剤が
高分子量化されるため、着色層形成の現像時において、未露光箇所のカラーフィルタ用着
色樹脂組成物を、アルカリ現像性に特に優れるものとすることができる。
【００７７】
　尚、上記一般式（ＩＩＩ）及び一般式（ＩＶ）で表される有機酸化合物は、１種単独で
又は２種以上組み合わせて用いることができる。
【００７８】
　＜ハロゲン化炭化水素＞
　本発明で用いられるハロゲン化炭化水素は、前述した一般式（Ｉ）で表される繰り返し
単位（１）と、一般式（ＩＩ）で表される繰り返し単位（２）とを有するブロック共重合
体の繰り返し単位（１）が有するアミノ基と塩を形成する。
　本発明においては、上記ハロゲン化炭化水素を用いることにより、高分子分散剤の生成
した塩形成部位が顔料への吸着性に優れているために高い分散性を発現することができる
と同時に、高分子分散剤の耐熱性や耐アルカリ性を高くすることができる。
【００７９】
　上記ハロゲン化炭化水素としては、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子のいずれかのハロ
ゲン原子が、飽和又は不飽和の直鎖、分岐又は環状の炭化水素の水素原子と置換されてい
るものが挙げられる。中でも、炭化水素の水素原子の１つがハロゲン原子に置換されたハ
ロゲン化炭化水素であることが、高分子分散剤と塩を形成して、顔料分散性を高める点か
ら好ましい。
　また、上記ハロゲン化炭化水素としては、直鎖、分岐鎖又は環状であっても良い。また
、炭素数は、１～１８であることが好ましく、更に１～７であることが好ましい。
【００８０】
　上記ハロゲン化炭化水素のうち、ハロゲン化アルキルとしては、炭素数１～１８のもの
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が挙げられるが特に限定されない。具体的には、例えば、塩化メチル、臭化メチル、塩化
エチル、臭化エチル、ヨウ化メチル、ヨウ化エチル、塩化ｎ－ブチル、塩化ヘキシル、塩
化オクチル、塩化ドデシル、塩化テトラデシル、塩化ヘキサデシル等が挙げられる。また
、ハロゲン化アリルとしては、例えば、塩化アリル、臭化アリル、ヨウ化アリルが挙げら
れる。また、上記ハロゲン化アラルキルのアラルキル基としては、炭素数７～１８のもの
が挙げられるが特に限定されない。具体的には、例えば、塩化ベンジル、臭化ベンジル、
ヨウ化ベンジル、塩化ナフチルメチル、塩化ピリジルメチル、臭化ナフチルメチル、臭化
ピリジルメチル等が挙げられる。
【００８１】
　中でも、ハロゲン化ベンジル、ハロゲン化アリル、及びハロゲン化メチルよりなる群か
ら選択される少なくとも１種であることが、塩形成反応のしやすさと、生成した塩形成部
位が顔料への吸着性に優れている点から好ましい。
【００８２】
　本発明で用いられるブロック共重合体における該有機酸化合物及び／又はハロゲン化炭
化水素の含有量は、良好な分散安定性が発揮されるのであればよく、特に制限はないが、
一般に前記一般式（Ｉ）で表される３級アミノ基に対して、０．０１～２．０モル当量程
度であり、より好ましくは０．１～１．０モル当量である。このような場合、顔料分散性
及び顔料分散安定性が優れたものになる。尚、上記該有機酸化合物及び／又はハロゲン化
炭化水素を２種以上併用する場合、これらを合計した含有量が上記範囲内にあればよい。
【００８３】
　＜塩型ブロック共重合体からなる高分子分散剤の製造＞
　本発明において、高分子分散剤として用いるブロック共重合体の製造方法としては、上
記の繰り返し単位（１）と、繰り返し単位（２）とを有し、かつ上記繰り返し単位（１）
が有するアミノ基と、上記の有機酸化合物及び／又はハロゲン化炭化水素とが塩を形成し
たものを製造することができる方法であればよく特に限定されない。本発明においては、
例えば、上記の繰り返し単位（１）及び繰り返し単位（２）を公知の重合手段を用いて重
合した後、後述する溶媒中に溶解又は分散し、次いで該溶媒中に上記有機酸化合物及び／
又はハロゲン化炭化水素を添加し、攪拌することによりブロック共重合体を製造すること
ができる。
【００８４】
　上記重合手段としては、上記の繰り返し単位（１）及び繰り返し単位（２）を所望の数
で重合し、所望の分子量とすることができる手段であればよく、特に限定されず、ビニル
基を有する化合物の重合に一般的に用いられる方法を採用することができ、例えばアニオ
ン重合やリビングラジカル重合等を用いることができる。本発明においては、なかでも、
「Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．」１０５、５７０６（１９８３）に開示されているグル
ープトランスファー重合(ＧＴＰ)のようにリビング的に重合が進行する方法を用いること
が好ましい。この方法によると、分子量、分子量分布等を所望の範囲とすることが容易で
あるので、該高分子分散剤の分散性を均一にすることができる。
【００８５】
　また、本発明の顔料分散液において、前記一般式（１）で表される顔料分散剤に好適に
組み合わせて用いられる高分子分散剤の含有量は、適宜調整されれば良く、特に限定され
ない。通常、前記高分子分散剤の含有量は、顔料１００重量部に対して、１０～１５０重
量部の範囲内であることが好ましく、１５～４０重量部の範囲内であることが特に好まし
い。尚、前記顔料分散液に顔料誘導体が含まれる場合は、前記含有量を規定する際の顔料
には、顔料の他、顔料誘導体も含まれる。
【００８６】
（溶媒）
　本発明に係る顔料分散液は、顔料を分散させるために溶媒を含む。顔料分散液に用いる
溶媒としては、該顔料分散液中の各成分とは反応せず、これらを溶解もしくは分散可能な
有機溶媒であればよく、特に限定されない。
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　本発明の顔料分散液に用いることができる溶媒としては、例えば、メチルアルコール、
エチルアルコール、Ｎ－プロピルアルコール、ｉ－プロピルアルコールなどのアルコール
系溶媒；メトキシアルコール、エトキシアルコールなどのセロソルブ系溶媒；メトキシエ
トキシエタノール、エトキシエトキシエタノールなどのカルビトール系溶媒；酢酸エチル
、酢酸ブチル、メトキシプロピオン酸メチル、エトキシプロピオン酸エチル、乳酸エチル
などのエステル系溶媒；アセトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノンなどのケ
トン系溶媒；メトキシエチルアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセ
テート、３－メトキシ－３－メチル－１－ブチルアセテート、３－メトキシブチルアセテ
ート、メトキシブチルアセテート、エトキシエチルアセテート、エチルセロソルブアセテ
ートなどのセロソルブアセテート系溶媒；メトキシエトキシエチルアセテート、エトキシ
エトキシエチルアセテート、ブチルカルビトールアセテート（ＢＣＡ）などのカルビトー
ルアセテート系溶媒；ジエチルエーテル、エチレングリコールジメチルエーテル、ジエチ
レングリコールジメチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、テトラヒ
ドロフランなどのエーテル系溶媒；Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルア
セトアミド、Ｎ－メチルピロリドンなどの非プロトン性アミド溶媒；γ－ブチロラクトン
などのラクトン系溶媒；ベンゼン、トルエン、キシレン、ナフタレンなどの不飽和炭化水
素系溶媒；Ｎ－ヘプタン、Ｎ－ヘキサン、Ｎ－オクタンなどの飽和炭化水素系溶媒などの
有機溶媒が挙げられる。これらの溶媒の中では、メトキシエチルアセテート、プロピレン
グリコールモノメチルエーテルアセテート、３－メトキシ－３－メチル－１－ブチルアセ
テート、３－メトキシブチルアセテート、エトキシエチルアセテート、エチルセロソルブ
アセテートなどのセロソルブアセテート系溶媒；メトキシエトキシエチルアセテート、エ
トキシエトキシエチルアセテート、ブチルカルビトールアセテート（ＢＣＡ）などのカル
ビトールアセテート系溶媒；エチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコー
ルジメチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルなどのエーテル系溶媒；
メトキシプロピオン酸メチル、エトキシプロピオン酸エチル、乳酸エチルなどのエステル
系溶媒；シクロヘキサノンなどのケトン系溶媒が好適に用いられる。中でも、本発明に用
いる溶媒としては、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＣＨ３ＯＣＨ

２ＣＨ（ＣＨ３）ＯＣＯＣＨ３）、プロピレングリコールモノメチルエーテル、ブチルカ
ルビトールアセテート（ＢＣＡ）、３－メトキシ－３－メチル－１－ブチルアセテート、
３－メトキシブチルアセテート及びシクロヘキサノンよりなる群から選択される１種以上
であることが、他の成分の溶解性や塗布適性の点から好ましい。
【００８７】
　これらの溶媒は単独もしくは２種以上を組み合わせて使用してもよい。
　本発明の顔料分散液は、以上のような溶媒を、当該溶媒を含む顔料分散液の全量に対し
て、通常は６０～８５重量％の割合で用いて調製する。溶媒が少なすぎると、粘度が上昇
し、顔料分散性が低下しやすい。また、溶媒が多すぎると、顔料濃度が低下し、樹脂組成
物を調製後目標とする色度座標に達成することが困難な場合がある。
【００８８】
（その他の成分）
　本発明の顔料分散液には、さらに必要に応じて、上述した一般式（１）で表わされる顔
料分散剤及び高分子分散剤以外の顔料分散剤や、顔料分散補助樹脂等のその他の成分を配
合しても良い。
【００８９】
　一般式（１）で表わされる顔料分散剤及び高分子分散剤以外の顔料分散剤としては、例
えば、使用する顔料と適合するような顔料誘導体が挙げられる。顔料誘導体とは、顔料骨
格に官能基を付与し、様々な機能を顔料に付加する役割を持つ化合物である。顔料分散時
に顔料誘導体を顔料に添加すると、顔料誘導体の顔料類似骨格が顔料表面に吸着もしくは
結合し、それにより顔料の表面が極性を有するようになることによって、分散剤と顔料間
の親和性が向上し、分散性、分散安定性を確保できると考えられる。その他にも、必要に
応じて、顔料分散剤として公知のものを本発明の顔料分散液に適宜用いることができる。
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【００９０】
　顔料分散補助樹脂としては、例えば後述する樹脂組成物で例示されるアルカリ可溶性樹
脂が挙げられる。アルカリ可溶性樹脂の立体障害によって顔料粒子同士が接触しにくくな
り、分散安定化することやその分散安定化効果によって分散剤を減らす効果がある場合が
ある。
【００９１】
　また、その他の成分としては、例えば、濡れ性向上のための界面活性剤、密着性向上の
ためのシランカップリング剤、消泡剤、ハジキ防止剤、酸化防止剤、凝集防止剤、紫外線
吸収剤などが挙げられる。
【００９２】
＜顔料分散液の製造方法＞
　本発明の顔料分散液は、上記溶媒中、上記一般式（１）で表わされる顔料分散剤と、上
記高分子分散剤との存在下で、顔料を分散させる工程を有することが好ましい。
　分散工程において、分散処理を行うための分散機としては、２本ロール、３本ロール等
のロールミル、ボールミル、振動ボールミル等のボールミル、ペイントコンディショナー
、連続ディスク型ビーズミル、連続アニュラー型ビーズミル等のビーズミルが挙げられる
。ビーズミルの好ましい分散条件として、使用するビーズ径は０．０３～２．００ｍｍが
好ましく、より好ましくは０．０５～１．０ｍｍである。
【００９３】
　本発明においては、公知の分散機を用いて分散させる分散時間は、適宜調整され特に限
定されないが、顔料の平均分散粒径が１５～７０ｎｍ程度となるように、例えばペイント
シェーカーを用いた場合には５～５０時間とすることが、顔料を微細化して高いコントラ
ストを実現する点から好ましい。
【００９４】
　このようにして、顔料粒子の分散性に優れた顔料分散液が得られる。該顔料分散液は、
顔料分散性に優れたカラーフィルタ用着色樹脂組成物を調製するための予備調製物として
用いられる。
【００９５】
　このようにして得られる顔料分散液の顔料分散性としては、２３℃での粘度が１０．０
ｍＰａ・ｓ以下であることが好ましく、更に８．０ｍＰａ・ｓ以下であることが好ましい
。また、分散安定性としては、２３℃で１週間放置した場合の粘度も１０．０ｍＰａ・ｓ
以下であることが好ましく、更に８．０ｍＰａ・ｓ以下であることが好ましい。ここで、
２３℃での粘度は、レオメーター（例えば、Ａｎｔｏｎ Ｐａａｒ製レオメータＭＣＲ－
３０１（コーンプレートＣＰ５０－１）を用いて、６ｒｐｍ時の粘度を測定し、求めるこ
とができる。
【００９６】
３．カラーフィルタ用着色樹脂組成物
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物は、前記本発明に係る顔料分散液と、硬
化性バインダー成分とを含有することを特徴とする。
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物によれば、前記本発明に係る顔料分散液
を含むことにより、顔料の分散性及び分散安定性に優れ、高輝度を保ちつつ、コントラス
トに優れる着色層が得られる。
　以下、このような本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物に用いられる成分を説明す
る。
　なお、上記本発明に係る顔料分散液に含まれ得る成分については、上記顔料分散液の箇
所において説明したものと同様のものを用いることができるので、ここでの説明は省略す
る。
【００９７】
（硬化性バインダー成分）
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物は、成膜性や被塗工面に対する密着性を
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付与し、塗膜に充分な硬度を付与するために、硬化性バインダー成分を含有する。硬化性
バインダー成分としては、特に限定されず、従来公知のカラーフィルタの着色層を形成す
るのに用いられる硬化性バインダー成分を適宜用いることができる。
　硬化性バインダー成分としては、例えば、可視光線、紫外線、電子線等により重合硬化
させることができる光硬化性樹脂を含む硬化性バインダー成分や、加熱により重合硬化さ
せることができる熱硬化性樹脂を含む熱硬化性バインダー成分を含むものを用いることが
できる。
【００９８】
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物を、例えばインクジェット方式で用いる
場合など、基板上にパターン状に選択的に付着させて着色層を形成可能な場合には、硬化
性バインダー成分に現像性は必要がない。この場合、インクジェット方式等でカラーフィ
ルタ着色層を形成する場合に用いられる、公知の熱硬化性バインダー成分や、光硬化性バ
インダー成分等を適宜用いることができる。
　一方、着色層を形成する際にフォトリソグラフィー方式を用いる場合には、アルカリ現
像性を有する感光性バインダー成分が好適に用いられる。
　以下、感光性バインダー成分と、インクジェット方式に用いるのに適した熱硬化性バイ
ンダー成分について具体的に説明するが、硬化性バインダー成分はこれらに限定されるも
のではない。
【００９９】
（１）感光性バインダー成分
　感光性バインダー成分としては、ポジ型感光性バインダー成分とネガ型感光性バインダ
ー成分が挙げられる。ポジ型感光性バインダー成分としては、例えば、アルカリ可溶性樹
脂及び感光性付与成分としてｏ－キノンジアジド基含有化合物を含んだ系が挙げられ、ア
ルカリ可溶性樹脂としては、例えば、ポリイミド前駆体等が挙げられる。
【０１００】
　ネガ型感光性バインダー成分としては、アルカリ可溶性樹脂と、多官能性モノマーと、
光重合開始剤を少なくとも含有する系が好適に用いられる。以後、アルカリ可溶性樹脂と
、多官能性モノマーと、光重合開始剤について、具体的に説明する。
【０１０１】
＜アルカリ可溶性樹脂＞
　アルカリ可溶性樹脂は側鎖にカルボキシル基を有するものであり、バインダー樹脂とし
て作用し、かつパターン形成する際に用いられる現像液、特に好ましくはアルカリ現像液
に可溶性である限り、適宜選択して使用することができる。
　本発明における好ましいアルカリ可溶性樹脂は、カルボキシル基を有する樹脂であり、
具体的には、カルボキシル基を有するアクリル系共重合体、カルボキシル基を有するエポ
キシ（メタ）アクリレート樹脂等が挙げられる。これらの中で特に好ましいものは、側鎖
にカルボキシル基を有するとともに、さらに側鎖にエチレン性不飽和基等の光重合性官能
基を有するものである。光重合性官能基を含有することにより形成される硬化膜の膜強度
が向上するからである。また、これらアクリル系共重合体、及びエポキシアクリレート樹
脂は、２種以上混合して使用してもよい。
【０１０２】
　カルボキシル基を有するアクリル系共重合体は、カルボキシル基含有エチレン性不飽和
モノマーとエチレン性不飽和モノマーを共重合して得られる。
　カルボキシル基を有するアクリル系共重合体は、更に芳香族炭素環を有する構成単位を
含有していてもよい。芳香族炭素環は感光性樹脂組成物に塗膜性を付与する成分として機
能する。
　カルボキシル基を有するアクリル系共重合体は、更にエステル基を有する構成単位を含
有していてもよい。エステル基を有する構成単位は、感光性樹脂組成物のアルカリ可溶性
を抑制する成分として機能するだけでなく、溶剤に対する溶解性、さらには溶剤再溶解性
を向上させる成分としても機能する。



(22) JP 2012-246393 A 2012.12.13

10

20

30

40

50

【０１０３】
　カルボキシル基を有するアクリル系共重合体としては、例えば、メチル（メタ）アクリ
レート、エチル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、フェニル（メタ
）アクリレート、スチレン、２－ヒドロキシルメチル（メタ）アクリレートなどの中から
選ばれる１種以上と、（メタ）アクリル酸、マレイン酸、フマル酸、ビニル酢酸等の無水
物の中から選ばれる１種以上とからなるコポリマーを例示できる。また、上記のコポリマ
ーに、例えばグリシジル基、水酸基等の反応性官能基を有するエチレン性不飽和化合物を
付加させるなどして、エチレン性不飽和結合を導入したポリマー等も例示できるが、これ
らに限定されるものではない。
　これらの中で、コポリマーにグリシジル基又は水酸基を有するエチレン性不飽和化合物
を付加等することにより、エチレン性不飽和結合を導入したポリマー等は、露光時に、後
述する多官能性モノマーと重合することが可能となり、着色層がより安定なものとなる点
で、特に好適である。
【０１０４】
　カルボキシル基含有共重合体におけるカルボキシル基含有エチレン性不飽和モノマーの
共重合割合は、通常、５～５０重量％、好ましくは１０～４０重量％である。この場合、
カルボキシル基含有エチレン性不飽和モノマーの共重合割合が５重量％未満では、得られ
る塗膜のアルカリ現像液に対する溶解性が低下し、パターン形成が困難になる。また、共
重合割合が５０重量％を超えると、アルカリ現像液による現像時に、形成されたパターン
の基板からの脱落やパターン表面の膜荒れを来たしやすくなる傾向がある。
【０１０５】
　カルボキシル基含有共重合体の好ましい分子量は、好ましくは１，０００～５００，０
００の範囲であり、さらに好ましくは３，０００～２００，０００である。１，０００未
満では硬化後のバインダー機能が著しく低下し、５００，０００を超えるとアルカリ現像
液による現像時に、パターン形成が困難となる場合がある。
【０１０６】
　カルボキシル基を有するエポキシ（メタ）アクリレート樹脂としては、特に限定される
ものではないが、エポキシ化合物と不飽和基含有モノカルボン酸との反応物を酸無水物と
反応させて得られるエポキシ（メタ）アクリレート化合物が適している。
　カルボキシル基を有するエポキシ（メタ）アクリレート化合物の分子量は特に制限され
ないが、好ましくは１０００～４００００、より好ましくは２０００～５０００である。
【０１０７】
　アルカリ可溶性樹脂は、１種用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよく、
その含有量としては、カラーフィルタ用着色樹脂組成物に含まれる顔料１００重量部に対
して、通常、１０～１０００重量部の範囲内、好ましくは２０～５００重量部の範囲内で
ある。アルカリ可溶性樹脂の含有量が少な過ぎると、充分なアルカリ現像性が得られない
場合があり、また、アルカリ可溶性樹脂の含有量が多すぎると顔料の割合が相対的に低く
なって、充分な着色濃度が得られない場合がある。
【０１０８】
＜多官能性モノマー＞
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物において用いられる多官能性モノマーは、後
述する光重合開始剤によって重合可能なものであればよく、特に限定されず、通常、エチ
レン性不飽和二重結合を２つ以上有する化合物が用いられ、特にアクリロイル基又はメタ
クリロイル基を２つ以上有する、多官能（メタ）アクリレートであることが好ましい。
【０１０９】
　多官能（メタ）アクリレートは１種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用
いてもよい。また、本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物に優れた光硬化性（高感度
）が要求される場合には、多官能性モノマーが、重合可能な二重結合を３つ（三官能）以
上有するものであるものが好ましく、３価以上の多価アルコールのポリ（メタ）アクリレ
ート類やそれらのジカルボン酸変性物が好ましく、具体的には、トリメチロールプロパン
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トリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエ
リスリトールトリ（メタ）アクリレートのコハク酸変性物、ペンタエリスリトールテトラ
（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタ
エリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）ア
クリレートのコハク酸変性物、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート等が
好ましい。
　上記多官能性モノマーの含有量は、特に制限はないが、上記アルカリ可溶性樹脂１００
重量部に対して、通常５～５００重量部程度、好ましくは２０～３００重量部の範囲であ
る。多官能性モノマーの含有量が上記範囲より少ないと十分に光硬化が進まず、露光部分
が溶出する場合があり、また、多官能性モノマーの含有量が上記範囲より多いとアルカリ
現像性が低下するおそれがある。
【０１１０】
＜光重合開始剤＞
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物において用いられる光重合開始剤としては、
特に制限はなく、従来知られている各種光重合開始剤の中から、適宜選択して用いること
ができる。例えばベンゾフェノン、４，４’－ビスジエチルアミノベンゾフェノン、２－
エチルアントラキノン、フェナントレン等の芳香族ケトン、ベンゾインメチルエーテル、
ベンゾインフェニルエーテル等のベンゾインエーテル類、メチルベンゾイン、エチルベン
ゾイン等のベンゾイン、２－（ｏ－クロロフェニル）－４，５－フェニルイミダゾール２
量体、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタノ
ン、２－トリクロロメチル－５－スチリル－１，３，４－オキサジアゾール等のハロメチ
ルオキサジアゾール化合物、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－ｐ－メトキシスチ
リル－Ｓ－トリアジン、２－トリクロロメチル－４－アミノ－６－ｐ－メトキシスチリル
－Ｓ－トリアジン、２－（４－ブトキシ－ナフト－１－イル）－４，６－ビス－トリクロ
ロメチル－Ｓ－トリアジン等のハロメチル－Ｓ－トリアジン系化合物、２－メチル－１－
〔４－（メチルチオ）フェニル〕－２－モルフォリノプロパノン、ベンジル、ベンゾイル
安息香酸、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸イソアミル、２－ｎ－ブトキシエチル－４－ジメ
チルアミノベンゾエート、２－クロロチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン
、２，４－ジメチルチオキサントン、α－ジメトキシ－α－フェニルアセトフェノン、フ
ェニルビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フォスフィンオキサイドなどが挙げら
れる。これらの光重合開始剤は１種を単独で用いてもよく、２種以上を組み合わせて用い
てもよい。
【０１１１】
　光重合開始剤の含有量は、上記多官能性モノマー１００重量部に対して、通常０．０１
～１００重量部程度、好ましくは５～６０重量部である。この含有量が上記範囲より少な
いと十分に重合反応を生じさせることができないため、着色層の硬度を十分なものとする
ことができない場合があり、一方上記範囲より多いと、カラーフィルタ用着色樹脂組成物
の固形分中の顔料等の含有量が相対的に少なくなり、十分な着色濃度が得られない場合が
ある。
【０１１２】
（２）熱硬化性バインダー成分
　熱硬化性バインダーとしては、１分子中に熱硬化性官能基を２個以上有する化合物と硬
化剤の組み合わせが通常用いられ、更に、熱硬化反応を促進できる触媒を添加しても良い
。熱硬化性官能基としては、エポキシ基、オキセタニル基、イソシアネート基、エチレン
性不飽和結合等が挙げられる。熱硬化性官能基としてはエポキシ基が好ましく用いられる
。また、これらにそれ自体は重合反応性のない重合体を更に用いても良い。
【０１１３】
　１分子中に熱硬化性官能基を２個以上有する化合物として、１分子中にエポキシ基２個
以上を有するエポキシ化合物が好適に用いられる。１分子中にエポキシ基２個以上を有す
るエポキシ化合物は、エポキシ基を２個以上、好ましくは２～５０個、より好ましくは２
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～２０個を１分子中に有するエポキシ化合物（エポキシ樹脂と称されるものを含む）であ
る。エポキシ基は、オキシラン環構造を有する構造であればよく、例えば、グリシジル基
、オキシエチレン基、エポキシシクロヘキシル基等を示すことができる。エポキシ化合物
としては、カルボン酸により硬化しうる公知の多価エポキシ化合物を挙げることができ、
このようなエポキシ化合物は、例えば、新保正樹編「エポキシ樹脂ハンドブック」日刊工
業新聞社刊（昭和６２年）等に広く開示されており、これらを用いることが可能である。
【０１１４】
　本発明に用いられる熱硬化性バインダーには、通常、硬化剤が組み合わせて配合される
。硬化剤としては、例えば、多価カルボン酸無水物または多価カルボン酸を用いることが
でき、１種単独でも２種以上の硬化剤を混合して用いることもできる。
　硬化剤の配合量は、エポキシ基を含有する成分（バインダー性エポキシ化合物と多官能
エポキシ化合物の合計量）１００重量部当たり、通常は１～１００重量部の範囲であり、
好ましくは５～５０重量部である。
【０１１５】
　熱硬化性バインダーには、硬化層の硬度および耐熱性を向上させるために、酸－エポキ
シ間の熱硬化反応を促進できる触媒を添加してもよい。そのような触媒としては、加熱硬
化時に活性を示す熱潜在性触媒を用いることができる。
　熱潜在性触媒は、加熱されたとき、触媒活性を発揮し、硬化反応を促進し、硬化物に良
好な物性を与えるものであり、必要により加えられるものである。この熱潜在性触媒とし
ては、例えば特開平４－２１８５６１号公報に記載されているような各種の化合物を使用
することができる。
　熱潜在性触媒は、１分子中に熱硬化性官能基を２個以上有する化合物及び硬化剤の合計
１００重量部に対して、通常は０．０１～１０．０重量部程度の割合で配合する。
【０１１６】
　本発明に係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物には、顔料を分散させるためや、硬化性
バインダー成分を溶解させるために溶媒が含まれる。溶媒としては、該樹脂組成物中の各
成分とは反応せず、これらを溶解もしくは分散可能な有機溶媒であればよく、特に限定さ
れない。
　本発明の樹脂組成物に用いる溶媒としては、例えば、セロソルブ系溶媒、カルビトール
系溶媒、エステル系溶媒、ケトン系溶媒、カルビトールアセテート系溶媒、エーテル系溶
媒、非プロトン性アミド溶媒、ラクトン系溶媒、不飽和炭化水素系溶媒、飽和炭化水素系
溶媒などの有機溶媒が挙げられる。中でも、本発明に用いる溶媒としては、プロピレング
リコールモノメチルエーテルアセテート（ＣＨ３ＯＣＨ２ＣＨ（ＣＨ３）ＯＣＯＣＨ３）
、プロピレングリコールモノメチルエーテル、ブチルカルビトールアセテート（ＢＣＡ）
、３－メトキシ－３－メチル－１－ブチルアセテート、３－メトキシブチルアセテート及
びシクロヘキサノンよりなる群から選択される１種以上であることが、他の成分の溶解性
や塗布適性の点から好ましい。
【０１１７】
　中でも、本発明の着色樹脂組成物をインクジェットインクとして用いる場合には、イン
クの急激な粘度上昇や目詰まりが発生せず、吐出の直進性や安定性に悪影響を及ぼさない
で吐出性を向上させるために、沸点が１８０℃～２６０℃、特に２１０℃～２６０℃で且
つ常温（特に１８℃～２５℃の範囲）での蒸気圧が０．５ｍｍＨｇ（６６．７Ｐａ）以下
、特に０．１ｍｍＨｇ（１３．３Ｐａ）以下の溶剤成分を主溶剤として用いることが好ま
しい。例えば、エチレングリコールモノブチルエーテルアセテート、ジエチレングリコー
ルモノブチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート
、ジエチレングリコールジブチルエーテル、アジピン酸ジエチル、シュウ酸ジブチル、マ
ロン酸ジメチル、マロン酸ジエチル、コハク酸ジメチル、及び、コハク酸ジエチルなどを
例示することができる。なお、「主溶剤」とは、溶剤全量のうち５０重量％以上を占める
溶剤のことである。主溶剤は、できるだけ高い配合割合で用いるのが望ましく、具体的に
は７０重量％以上、好ましくは９０重量％以上である。
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【０１１８】
　これらの主溶剤は乾燥が遅いためインクジェットでの間欠吐出性に優れる一方、塗膜形
成時に乾燥が遅いことから、生産効率に問題がある場合があるので、生産効率を向上させ
る目的で、主溶剤に、より低沸点溶剤を混合しても良い。主溶剤と組み合わせて用いるこ
とが好ましい他の副溶剤としては、例えば、エチレングリコールモノエチルエーテル、ジ
エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、酢酸エチル、エタノール、アセトン
等が挙げられる。
【０１１９】
　本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物には、本発明の効果が損なわれない範囲で、
必要に応じ、顔料誘導体や、重合停止剤、連鎖移動剤、レベリング剤、可塑剤、界面活性
剤、消泡剤、シランカップリング剤、紫外線吸収剤、密着促進剤等などの各種添加剤を含
むものであってもよい。
【０１２０】
（カラーフィルタ用着色樹脂組成物における各成分の配合割合）
　顔料の含有量（顔料誘導体を含む場合は、顔料と顔料誘導体の合計の含有量）は、カラ
ーフィルタ用着色樹脂組成物の固形分全量に対して、５～６５重量％、より好ましくは１
０～５０重量％の割合で配合することが好ましい。顔料が少なすぎると、カラーフィルタ
用着色樹脂組成物を所定の膜厚（通常は１．０～５．０μｍ）に塗布した際の透過濃度が
十分でないおそれがあり、また顔料が多すぎると、カラーフィルタ用着色樹脂組成物を基
板上へ塗布し硬化させた際の基板への密着性、硬化膜の表面荒れ、塗膜硬さ等の塗膜とし
ての特性が不十分となるおそれがあり、またそのカラーフィルタ用着色樹脂組成物中の顔
料分散に使われる分散剤の量の比率も多くなるために現像性、耐熱性等の特性も不十分に
なるおそれがある。尚、本発明において固形分は、上述した溶媒以外のもの全てであり、
溶媒中に溶解している多官能性モノマー等も含まれる。
　また、顔料分散剤と高分子分散剤の合計の含有量としては、顔料を均一に分散すること
ができるものであれば特に限定されるものではないが、例えば、カラーフィルタ用着色樹
脂組成物の固形分全量に対して、１～５０重量％の範囲内であることが好ましく、なかで
も５～４０重量％の範囲内であることが好ましい。上記含有量が、カラーフィルタ用着色
樹脂組成物の固形分全量に対して、１重量％未満の場合には、顔料を均一に分散すること
が困難になる恐れがあり、５０重量％を超える場合には、硬化性、現像性の低下を招く恐
れがある。
　硬化性バインダー成分は、これらの合計量が、カラーフィルタ用着色樹脂組成物の固形
分全量に対して２４～９４重量％、好ましくは４０～９０重量％の割合で配合するのが好
ましい。
　また、溶媒の含有量としては、着色層を精度良く形成することができるものであれば特
に限定されるものではない。該溶媒を含む上記カラーフィルタ用着色樹脂組成物の全量に
対して、通常、６５～９５重量％の範囲内であることが好ましく、なかでも７５～８８重
量％の範囲内であることが好ましい。上記溶媒の含有量が、上記範囲内であることにより
、塗布性に優れたものとすることができる。
【０１２１】
（カラーフィルタ用着色樹脂組成物の製造）
　カラーフィルタ用着色樹脂組成物の製造方法としては、顔料と、顔料分散剤と、高分子
分散剤と、硬化性バインダー成分と、所望により用いられる各種添加成分とを、溶媒中に
均一に溶解又は分散させ得る方法であればよく、特に制限はされず、公知の混合手段を用
いて混合することにより、調製することができる。
　当該樹脂組成物の調製方法としては、例えば（１）溶媒中に、上記の高分子分散剤、顔
料及び顔料分散剤を添加し、分散機を用いて分散させることによって、上述の顔料分散液
を作製した後、これに硬化性バインダー成分と、所望により用いられる各種添加成分とを
添加し混合する方法、（２）溶媒中に、上記の顔料と、顔料分散剤と、高分子分散剤と、
硬化性バインダー成分と、所望により用いられる各種添加成分とを同時に投入し、混合す
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る方法、及び（３）溶媒中に、上記の高分子分散剤と、硬化性バインダー成分と、所望に
より用いられる各種添加成分とを添加し、混合したのち、これに顔料及び顔料分散剤を加
えて混合する方法などを挙げることができる。
　これらの方法の中で、上記（１）の方法が、顔料の凝集を効果的に防ぎ、均一に分散さ
せ得る点から好ましい。
【０１２２】
　上記（１）の方法における顔料分散液の調製において、顔料の分散処理を行うための分
散機としては、２本ロール、３本ロール等のロールミル、ボールミル、振動ボールミル等
のボールミル、ペイントシェーカー、連続ディスク型ビーズミル、連続アニュラー型ビー
ズミル等のビーズミル等が挙げられる。ビーズミルの好ましい分散条件として、使用する
ビーズ径は０．０３～２ｍｍが好ましく、より好ましくは０．０５～１ｍｍである。具体
的には、ビーズ径が比較的大きめな１～２ｍｍジルコニアビーズで予備分散を行い、更に
ビーズ径が比較的小さめな０．０３～０．１ｍｍジルコニアビーズで本分散することが挙
げられる。また、分散後、５．０～０．２μｍ程度のメンブランフィルタで濾過すること
が好ましい。これにより、顔料の分散性に優れた顔料分散液が得られる。
【０１２３】
４．カラーフィルタ
　次に、本発明のカラーフィルタについて説明する。
　本発明に係るカラーフィルタは、透明基板と、当該透明基板上に設けられた着色層とを
少なくとも備えるカラーフィルタであって、当該着色層の少なくとも１つが前記本発明に
係るカラーフィルタ用着色樹脂組成物を硬化させて形成されてなる着色層を有することを
特徴とする。
　本発明のカラーフィルタは、上記本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物を用いるこ
とにより、輝度を低下することなく、高いコントラストの着色層を備えることができる。
　このような本発明のカラーフィルタについて、図を参照しながら説明する。図１は、本
発明のカラーフィルタの一例を示す概略断面図である。図１によれば、本発明のカラーフ
ィルタ１０は、透明基板１と、遮光部２と、着色層３とを有している。
【０１２４】
（着色層）
　本発明のカラーフィルタに用いられる着色層は、前述した本発明のカラーフィルタ用着
色樹脂組成物を硬化させて形成されたものであればよく、特に限定されないが、通常、後
述する透明基板上の遮光部の開口部に形成され、該カラーフィルタ用着色樹脂組成物に含
まれる顔料の種類によって、３色以上の着色パターンから構成される。
　また、当該着色層の配列としては、特に限定されず、例えば、ストライプ型、モザイク
型、トライアングル型、４画素配置型等の一般的な配列とすることができる。また、着色
層の幅、面積等は任意に設定することができる。
　当該着色層の厚みは、塗布方法、カラーフィルタ用着色樹脂組成物の固形分濃度や粘度
等を調整することにより、適宜制御されるが、通常、１～５μｍの範囲であることが好ま
しい。
【０１２５】
　当該着色層は、例えば下記の方法により形成することができる。
　まず、前述した本発明のカラーフィルタ用着色樹脂組成物を、スプレーコート法、ディ
ップコート法、バーコート法、コールコート法、スピンコート法などの塗布手段を用いて
後述する透明基板上に塗布して、ウェット塗膜を形成させる。
　次いで、ホットプレートやオーブンなどを用いて、該ウェット塗膜を乾燥させたのち、
これに、所定のパターンのマスクを介して露光し、アルカリ可溶性樹脂及び多官能性モノ
マー等を光重合反応させて、カラーフィルタ用着色樹脂組成物の塗膜とする。露光に使用
される光源としては、例えば低圧水銀灯、高圧水銀灯、メタルハライドランプなどの紫外
線、電子線等が挙げられる。露光量は、使用する光源や塗膜の厚みなどによって適宜調整
される。
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　また、露光後に重合反応を促進させるために、加熱処理を行ってもよい。加熱条件は、
使用するカラーフィルタ用着色樹脂組成物中の各成分の配合割合や、塗膜の厚み等によっ
て適宜選択される。
【０１２６】
　次に、現像液を用いて現像処理し、未露光部分を溶解、除去することにより、所望のパ
ターンで塗膜が形成される。現像液としては、通常、水や水溶性溶媒にアルカリを溶解さ
せた溶液が用いられる。このアルカリ溶液には、界面活性剤などを適量添加してもよい。
また、現像方法は一般的な方法を採用することができる。
　現像処理後は、通常、現像液の洗浄、樹脂組成物の硬化塗膜の乾燥が行われ、着色層が
形成される。なお、現像処理後に、塗膜を十分に硬化させるために加熱処理を行ってもよ
い。加熱条件としては特に限定はなく、塗膜の用途に応じて適宜選択される。
【０１２７】
（遮光部）
　本発明のカラーフィルタにおける遮光部は、後述する透明基板上にパターン状に形成さ
れるものであって、一般的なカラーフィルタに遮光部として用いられるものと同様とする
ことができる。
　当該遮光部のパターン形状としては、特に限定されず、例えば、ストライプ状、マトリ
クス状等の形状が挙げられる。この遮光部としては、例えば、黒色顔料をバインダー樹脂
中に分散又は溶解させたものや、クロム、酸化クロム等の金属薄膜等が挙げられる。この
金属薄膜は、ＣｒＯｘ膜（ｘは任意の数）及びＣｒ膜が２層積層されたものであってもよ
く、また、より反射率を低減させたＣｒＯｘ膜（ｘは任意の数）、ＣｒＮｙ膜（ｙは任意
の数）及びＣｒ膜が３層積層されたものであってもよい。
　当該遮光部が黒色着色剤をバインダー樹脂中に分散又は溶解させたものである場合、こ
の遮光部の形成方法としては、遮光部をパターニングすることができる方法であればよく
、特に限定されず、例えば、遮光部用樹脂組成物を用いたフォトリソグラフィー法、印刷
法、インクジェット法等を挙げることができる。
【０１２８】
　上記の場合であって、遮光部の形成方法として印刷法やインクジェット法を用いる場合
、バインダー樹脂としては、例えば、ポリメチルメタクリレート樹脂、ポリアクリレート
樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ポリビニルピロリドン樹脂、
ヒドロキシエチルセルロース樹脂、カルボキシメチルセルロース樹脂、ポリ塩化ビニル樹
脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド樹脂、エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂
、ポリエステル樹脂、マレイン酸樹脂、ポリアミド樹脂等が挙げられる。
【０１２９】
　また、上記の場合であって、遮光部の形成方法としてフォトリソグラフィー法を用いる
場合、バインダー樹脂としては、例えば、アクリレート系、メタクリレート系、ポリ桂皮
酸ビニル系、もしくは環化ゴム系等の反応性ビニル基を有する感光性樹脂が用いられる。
この場合、顔料としてカーボンブラック、チタンブラック等の黒色顔料及び感光性樹脂を
含有する遮光部用樹脂組成物には、光重合開始剤を添加してもよく、さらには必要に応じ
て増感剤、塗布性改良剤、現像改良剤、架橋剤、重合禁止剤、可塑剤、難燃剤等を添加し
てもよい。
【０１３０】
　一方、遮光部が金属薄膜である場合、この遮光部の形成方法としては、遮光部をパター
ニングすることができる方法であればよく、特に限定されず、例えば、フォトリソグラフ
ィー法、マスクを用いた蒸着法、印刷法等を挙げることができる。
【０１３１】
　遮光部の膜厚としては、金属薄膜の場合は０．２～０．４μｍ程度で設定され、黒色着
色剤をバインダー樹脂中に分散又は溶解させたものである場合は０．５～２μｍ程度で設
定される。
【０１３２】
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（透明基板）
　本発明のカラーフィルタにおける透明基板としては、可視光に対して透明な基材であれ
ばよく、特に限定されず、一般的なカラーフィルタに用いられる透明基板を使用すること
ができる。具体的には、石英ガラス、無アルカリガラス、合成石英板等の可撓性のない透
明なリジッド材、あるいは、透明樹脂フィルム、光学用樹脂板等の可撓性を有する透明な
フレキシブル材が挙げられる。
　当該透明基板の厚みは、特に限定されるものではないが、本発明のカラーフィルタの用
途に応じて、例えば１００μｍ～１ｍｍ程度のものを使用することができる。
　なお、本発明のカラーフィルタは、上記透明基板、遮光部及び着色層以外にも、例えば
、オーバーコート層や透明電極層、さらには配向膜や柱状スペーサ等が形成されたもので
あってもよい。
【０１３３】
５．液晶表示装置
　次に、本発明の液晶表示装置について説明する。
　本発明の液晶表示装置は、前述した本発明のカラーフィルタと、対向基板と、前記カラ
ーフィルタと前記対向基板との間に形成された液晶層とを有することを特徴とする。
　このような本発明の液晶表示装置について、図を参照しながら説明する。図２は、本発
明の液晶表示装置の一例を示す概略図である。図２に例示するように本発明の液晶表示装
置４０は、カラーフィルタ１０と、ＴＦＴアレイ基板等を有する対向基板２０と、上記カ
ラーフィルタ１０と上記対向基板２０との間に形成された液晶層３０とを有している。
　なお、本発明の液晶表示装置は、この図２に示される構成に限定されるものではなく、
一般的にカラーフィルタが用いられた液晶表示装置として公知の構成とすることができる
。
【０１３４】
　本発明の液晶表示装置の駆動方式としては、特に限定はなく一般的に液晶表示装置に用
いられている駆動方式を採用することができる。このような駆動方式としては、例えば、
ＴＮ方式、ＩＰＳ方式、ＯＣＢ方式、及びＭＶＡ方式等を挙げることができる。本発明に
おいてはこれらのいずれの方式であっても好適に用いることができる。
　また、対向基板としては、本発明の液晶表示装置の駆動方式等に応じて適宜選択して用
いることができる。
　さらに、液晶層を構成する液晶としては、本発明の液晶表示装置の駆動方式等に応じて
、誘電異方性の異なる各種液晶、及びこれらの混合物を用いることができる。
【０１３５】
　液晶層の形成方法としては、一般に液晶セルの作製方法として用いられる方法を使用す
ることができ、例えば、真空注入方式や液晶滴下方式等が挙げられる。
　真空注入方式では、例えば、あらかじめカラーフィルタ及び対向基板を用いて液晶セル
を作製し、液晶を加温することにより等方性液体とし、キャピラリー効果を利用して液晶
セルに液晶を等方性液体の状態で注入し、接着剤で封鎖することにより液晶層を形成する
ことができる。その後、液晶セルを常温まで徐冷することにより、封入された液晶を配向
させることができる。
　また液晶滴下方式では、例えば、カラーフィルタの周縁にシール剤を塗布し、このカラ
ーフィルタを液晶が等方相になる温度まで加熱し、ディスペンサー等を用いて液晶を等方
性液体の状態で滴下し、カラーフィルタ及び対向基板を減圧下で重ね合わせ、シール剤を
介して接着させることにより、液晶層を形成することができる。その後、液晶セルを常温
まで徐冷することにより、封入された液晶を配向させることができる。
【０１３６】
６．有機発光表示装置
　次に、本発明の有機発光表示装置について説明する。
　本発明の有機発光表示装置は、前述した本発明のカラーフィルタと、有機発光体とを有
することを特徴とする。
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　このような本発明の有機発光表示装置について、図を参照しながら説明する。図３は、
本発明の有機発光表示装置の一例を示す概略図である。図３に例示するように本発明の有
機発光表示装置１００は、カラーフィルタ１０と、有機発光体８０とを有している。カラ
ーフィルタ１０と、有機発光体８０との間に、有機保護層５０や無機酸化膜６０を有して
いても良い。
【０１３７】
　有機発光体８０の積層方法としては、例えば、カラーフィルタ上面へ透明陽極７１、正
孔注入層７２、正孔輸送層７３、発光層７４、電子注入層７５、および陰極７６を逐次形
成していく方法や、別基板上へ形成した有機発光体８０を無機酸化膜６０上に貼り合わせ
る方法などが挙げられる。有機発光体８０における、透明陽極７１、正孔注入層７２、正
孔輸送層７３、発光層７４、電子注入層７５、および陰極７６、その他の構成は、公知の
ものを適宜用いることができる。このようにして作製された有機発光表示装置１００は、
例えば、パッシブ駆動方式の有機ＥＬディスプレイにもアクティブ駆動方式の有機ＥＬデ
ィスプレイにも適用可能である。
　なお、本発明の有機発光表示装置は、この図３に示される構成に限定されるものではな
く、一般的にカラーフィルタが用いられた有機発光表示装置として公知の構成とすること
ができる。
【実施例】
【０１３８】
　以下、本発明を実施例により、更に詳細に説明するが、本発明は、これらの例によって
何ら限定されるものではない。
【０１３９】
（合成例１）顔料分散剤１
　水１３０重量部にｐ－アミノベンゼンスルホン酸５．２０重量部と炭酸ナトリウム１．
５９重量部を加え、攪拌し、溶解させる。次いで、塩化シアヌル５．５３重量部を加え、
２０℃で１時間攪拌した。次いで、アニリン５．５９重量部加え、８０～９０℃で２時間
攪拌した。室温まで冷却した後、水２００重量部で２回洗浄した。ウェットケーキを８０
℃で真空乾燥し、白色生成物を得た。ＴＯＦ－ＭＳ（ＢＲＵＫＥＲ製、ＲＥＦＬＥＸ　II
）により、得られた目的物（下記構造式を有する顔料分散剤１）の分子量を確認した。
【０１４０】
【化５】

【０１４１】
（合成例２）顔料分散剤２
　合成例１のアニリン５．５９重量部を1－アミノナフタレン８．５９重量部に変えて合
成を行い、上記と同様にＴＯＦ－ＭＳにより、得られた目的物（下記構造式を有する顔料
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分散剤２）の分子量を確認した。
【０１４２】
【化６】

【０１４３】
（合成例３）顔料誘導体３
　合成例１のｐ－アミノベンゼンスルホン酸５．２０重量部を、５－アミノ－２－ナフタ
レンスルホン酸６．７０重量部に変えて合成を行い、上記と同様にＴＯＦ－ＭＳにより、
得られた目的物（下記構造式を有する顔料分散剤３）の分子量を確認した。
【０１４４】

【化７】

【０１４５】
（合成例４）顔料分散剤４
　水１３０重量部にｐ－アミノベンゼンスルホン酸５．２０重量部と炭酸ナトリウム１．
５９重量部を加え、攪拌し、溶解させる。次いで、塩化シアヌル５．５３重量部を加え、
２０℃で１時間攪拌した。次いで、３－アミノ安息香酸４．１１重量部と炭酸ナトリウム
１．５９重量部を加え、９０℃で１～２時間攪拌した。次いで、アニリン２．７９重量部
加え、８０～９０℃で２時間攪拌した。室温まで冷却した後、水２００重量部で２回洗浄
した。ウェットケーキを８０℃で真空乾燥し、白色生成物を得た。上記と同様にＴＯＦ－
ＭＳにより、得られた目的物（下記構造式を有する顔料分散剤４）の分子量を確認した。
【０１４６】
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【０１４７】
（合成例５）比較顔料分散剤１
　２０％発煙硫酸１２０．０重量部を１０℃に冷却しながら攪拌し、ピグメントレッド２
５４を１２．０重量部加えた。次いで、６３℃で６時間攪拌した。室温まで冷却した後、
反応液を氷水１２００重量部に加え、沈殿をろ過した。次いで、水８００重量部で洗浄し
、８０℃で真空乾燥し、赤色生成物を得た。上記と同様にＴＯＦ－ＭＳにより、得られた
目的物（下記構造式を有する比較顔料分散剤１）の分子量を確認した。
【０１４８】
【化９】

【０１４９】
（合成例６）比較顔料分散剤２
　１００％硫酸２６６．７重量部に銅フタロシアニン１０．０重量部を加えた後、１００
℃で２時間攪拌した。室温まで冷却した後、反応液を氷水８００重量部に加え、沈殿をろ
過した。次いで、水８００重量部の水で２回洗浄し、８０℃で真空乾燥し、青色生成物を
得た。上記と同様にＴＯＦ－ＭＳにより、得られた目的物（下記構造式を有する比較顔料
分散剤２）の分子量を確認した。
【０１５０】
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【化１０】

【０１５１】
（製造例１　高分子分散剤溶液ａの調製）
　１００ｍＬ丸底フラスコ中で、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（
ＰＧＭＥＡ）２２．６重量部に、高分子分散剤（商品名：ＢＹＫ－ＬＰＮ６９１９、ビッ
クケミー社製、重量平均分子量７８００、アミン価１３０、固形分６０重量％）２．２重
量部、フェニルホスホン酸（商品名：ＰＰＡ、日産化学社製）０．２重量部を加え、超音
波で１５分処理することで部分塩形成されたブロック共重合体型分散剤である高分子分散
剤溶液aとした。
　このとき、ブロック共重合体（ＢＹＫ－ＬＰＮ６９１９）のアミノ基は、ＰＰＡのホス
ホン酸基との酸・塩基反応により塩形成されている。
【０１５２】
（実施例１）
（１）顔料分散液の調製
　赤顔料（Ｃ.Ｉ.ピグメントレッド２５４（ＰＲ２５４））３．７重量部、顔料分散剤と
して顔料分散剤１を０．２重量部に対して、製造例１で調製した高分子分散剤溶液ａ ２
５．０重量部とアルカリ可溶性樹脂（スチレン／ベンジルメタクリレート／アクリル酸／
２－ヒドロキシメチルアクリレート共重合体（モル比３０／４０／１０／２０、酸価：７
０ｍｇＫＯＨ／ｇ、分子量６０００、固形分４４．１重量％にプロピレングリコールモノ
メチルエーテルアセテートで希釈済のもの））２．０重量部を混合し、ペイントシェーカ
ーにて２ｍｍジルコニアビーズで１時間、さらに０．１ｍｍジルコニアビーズで１０時間
分散し、顔料濃度１３％の赤色顔料分散液Ａを得た。なお、分散時のベッセル内のビーズ
充填率は５０％とした。
【０１５３】
　作製した顔料分散液の粘度をＡｎｔｏｎ Ｐａａｒ製レオメータＭＣＲ－３０１（コー
ンプレートＣＰ５０－１、２３℃測定）で６ｒｐｍ時の粘度を測定した。経時の粘度は分
散液を室温で１週間保存したもので再測定し、粘度増加がなかった場合は分散安定性を○
とし、粘度増加が著しい場合は分散安定性を×とした。
【０１５４】
（２）カラーフィルタ用赤色感光性樹脂組成物の調製
　上記で得られた赤色顔料分散液Ａ４．０６重量部に、下記バインダー組成物２．２２重
量部、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート３．７２重量部、界面活性剤
Ｒ０８ＭＨ（ＤＩＣ製）０．０１重量部、シランカップリング剤ＫＢＭ５０３（信越シリ
コーン製）０．０５重量部を添加混合し、加圧濾過を行って、実施例１のカラーフィルタ
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用赤色感光性樹脂組成物を得た。
【０１５５】
＜バインダー組成物＞
・アルカリ可溶性樹脂（スチレン／ベンジルメタクリレート／アクリル酸／２－ヒドロキ
シメチルアクリレート共重合体（モル比３０／４０／１０／２０、酸価：７０ｍｇＫＯＨ
／ｇ、分子量６０００））：１１．０重量部
・４官能アクリレートモノマー（商品名：アロニックスＭ４５０、東亞合成（株）製）：
８．２重量部
・光重合開始剤（２－メチル－１［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モリフォリノプ
ロパン－１－オン（商品名：イルガキュア９０７、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（
株）製））：１．０重量部
・光重合開始剤（２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル
）－１－ブタノン（商品名イルガキュア３６９、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（株
）製））：２．４重量部
・光増感剤（４，４’－ビス（ジメチルアミノ）ベンゾフェノン）：０．７重量部
・溶剤（プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート）：４３．２重量部
【０１５６】
（評価結果）
＜コントラストおよび色相、輝度評価＞
　得られたカラーフィルタ用赤色感光性樹脂組成物を、厚み０．７ｍｍのガラス基板（日
本電気硝子（株）製、「ＯＡ－１０Ｇ」）上に、スピンコーターを用いて塗布した。その
後、８０℃のホットプレート上で３分間加熱乾燥を行った。小型アライナーを用いて露光
（６０ｍＪ）することによって光硬化膜（赤色着色層）を得た。その硬化膜をオーブンで
２３０℃３０分加熱することで、ポストベーク後の硬化膜とした。光硬化後の膜厚はポス
トベーク後の目標色度がｘ＝０．６５０になるように調整した。
　壷坂電機製コントラスト測定装置ＣＴ－１、光源：冷陰極間Ｆ１０ランプ、輝度計：コ
ニカミノルタ製ＬＳ－１００を用いて、輝度の測定を行った。コントラストは輝度の測定
値を用い、以下の式により導き出せる。
　コントラスト＝平行輝度（ｃｄ／ｍ２）／直交輝度（ｃｄ／ｍ２）
色相(ｘ，ｙ)および輝度（Ｙ）はオリンパス（株）社製「顕微分光測定装置ＯＳＰ－ＳＰ
２００」を用いて測定した。
【０１５７】
（実施例２～４）
　実施例１において、顔料分散剤１を、それぞれ顔料分散剤２～４に変えた以外は実施例
１と同様にして、分散液およびポストベーク後の硬化膜を作製し、分散液の粘度、ポスト
ベーク後硬化膜のコントラスト評価を行った。結果を表１に示す。
【０１５８】
（比較例１）
　顔料分散剤を用いずに、赤顔料（ＰＲ２５４）３．９重量部とした以外は実施例１と同
様にして、分散液およびポストベーク後の硬化膜を作製し、分散液の粘度、ポストベーク
後硬化膜のコントラスト評価を行った。結果を表１に示す。
【０１５９】
（比較例２）
　実施例１において、顔料分散剤１を、比較顔料分散剤１に変えた以外は実施例１と同様
にして、分散液およびポストベーク後の硬化膜を作製し、分散液の粘度、ポストベーク後
硬化膜のコントラスト評価を行った。結果を表１に示す。
【０１６０】
（実施例５～６）
　実施例１において、赤顔料（ＰＲ２５４）を青顔料（Ｃ.Ｉ.ピグメントブルー１５：６
（ＰＢ１５：６））に変え、実施例５では実施例１と同様に顔料分散剤１を用い、実施例
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６では、顔料分散剤１を顔料分散剤３に変えた以外は、実施例１と同様にして、分散液お
よびポストベーク後の硬化膜を作製し、分散液の粘度、ポストベーク後硬化膜のコントラ
スト評価を行った。光硬化後の膜厚はポストベーク後の目標色度がｙ＝０．１２７になる
ように調整した。結果を表２に示す。
【０１６１】
（比較例３）
　顔料分散剤を用いずに、青顔料（ＰＢ１５：６）３．９重量部とした以外は実施例５と
同様にして、分散液およびポストベーク後の硬化膜を作製し、分散液の粘度、ポストベー
ク後硬化膜のコントラスト評価を行った。結果を表２に示す。
【０１６２】
（比較例４）
　実施例５において、顔料分散剤１を、比較顔料分散剤２に変えた以外は実施例５と同様
にして、分散液およびポストベーク後の硬化膜を作製し、分散液の粘度、ポストベーク後
硬化膜のコントラスト評価を行った。結果を表２に示す。
【０１６３】
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【表１】

【０１６４】
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【表２】

【０１６５】
　本発明に係る顔料分散剤１～４を、赤顔料（ＰＲ２５４）と共にそれぞれ用いた実施例
１～４においては、顔料の分散性及び分散安定性に優れ、色相に影響を与えず、輝度及び
コントラストが優れた赤色着色層が得られた。また、顔料分散剤１及び顔料分散剤３を、
青顔料（ＰＢ１５：６）に用いた実施例５、６においても、顔料の分散性及び分散安定性
に優れ、色相に影響を与えず、輝度及びコントラストが優れた青色着色層が得られた。
　一方、顔料分散剤を用いなかった比較例１及び比較例３では、顔料の分散性及び分散安
定性が悪く、得られた着色層のコントラストも劣っていた。
　比較例２では、赤顔料（ＰＲ２５４）の顔料分散剤として、ＰＲ２５４にスルホ基を導
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入した構造の顔料誘導体である比較顔料分散剤１を用いたことにより、顔料の分散性及び
分散安定性は良好であり、コントラストは優れていたものの、実施例１～４と比べると色
相が濁り、輝度が劣っていた。
　比較例４では、青顔料（ＰＢ１５：６）の顔料分散剤として、ＰＢ１５：６にスルホ基
を導入した構造の顔料誘導体である比較顔料分散剤２を用いたことにより、顔料の分散安
定性は良好であり、コントラストは優れていたものの、実施例５、６と比べると色相が濁
り、輝度が劣っていた。
【符号の説明】
【０１６６】
　１　透明基板
　２　遮光部
　３　着色層
　１０　カラーフィルタ
　２０　対向基板
　３０　液晶層
　４０　液晶表示装置
　５０　有機保護層
　６０　無機酸化膜
　７１　透明陽極
　７２　正孔注入層
　７３　正孔輸送層
　７４　発光層
　７５　電子注入層
　７６　陰極
　８０　有機発光体
１００　有機発光表示装置
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